科学技術動向 2007年7月号 by 科学技術動向センター & 科学技術動向研究センター
固体酸化物形燃料電池材料の
　　　　　　　　研究開発動向 ‥‥‥‥
̶鍵となる電解質の研究開発の視点から̶
製造業の強さを支える
ものづくり計測の研究開発のあり方 ‥‥‥
ライフサイエンス分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縡米国で遺伝子情報による差別禁止法案が成立の方向へ
情報通信分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縒携帯可能な光トポグラフィ技術を開発
環境分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縱アルカリ土壌でも育つ遺伝子組換えイネ
エネルギー分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縟暖房用水循環に界面活性剤を利用して65％の省エネを達成
社会基盤分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縉大規模な傘型噴煙形成の様子を3次元で再現することに成功
その他の分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縋インドに初めて外国公立大学が進出
「科学技術の俯瞰的予測調査」
　　　　　　　　　　に基づく検討 ‥‥
　分野5：闊達たる人生
 －職業選択、子育て、シニアライフの多様化－
　分野6：地球規模の環境問題の克服と世界との共生
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固体酸化物形燃料電池材料の研究開発動向
̶鍵となる電解質の研究開発の視点から̶
　燃料電池の中でも、熱効率が高くて長期性能安定性に優れ、貴金属触媒を使わなく
ても燃料と空気の電気化学反応が可能であり、多種類の燃料を使用できるなどの利点を
有する固体酸化物形燃料電池（SOFC：Solid Oxide Fuel Cells）が注目され、精力的に
研究開発が実施されてきた。現在、このシステムの実証試験が行われており、実用化に
向けた課題である発電性能の長期間維持、低コストおよび高信頼性を達成するための努
力がなされている。現在、実証試験が行われている SOFCは主として高温型（750℃～
1,000℃作動）の中規模および大規模なシステムであり、長期間の発電性能維持と高信
頼性を確認した後、システムを市場に導入する計画となっている。しかし、これらの課
題の解決に当初の計画以上に期間を要しているのが現状である。また、コスト面でも、
他の発電システムに競合できるレベルには至っていない。
　現在、実証段階にある高温システムを市場に導入できる段階まで進めるには、システ
ムの発電性能維持に関する研究開発で、電解質をはじめとするセル構成材料の性能低下
のメカニズムを解明することが必要である。そのためには材料のナノスケール領域にま
で遡って、イオンや電子の伝導メカニズムの究明と、それらを支援する解析・評価技術
の研究開発が必要となっている。信頼性の確保においても、構成材料の劣化機構の実験
的解明と共に、損傷・劣化に関する計算機シミュレーションを高い精度を持って実施し
得る手法を確立し、これらの手法を用いた信頼性向上のための研究開発を効率的に行う
ことが望まれる。一方、システムのコストの低減のためには、セルおよびスタックの安
価な構成材料（電解質など）の採用と、製造プロセスの確立が必要である。特に電気化
学的特性と機械的性質を支配する構成材料の微視・巨視的構造を、小規模試作と量産プ
ロセスで製造した材料とで一致させうることが必須である。
　しかし、一方、近年の SOFC の電解質の研究開発として、高温作動で有効なイット
リア安定化ジルコニアなどに替わって、中温（500℃～ 750℃）や低温（500℃以下）に
おいて高い酸素イオン伝導率を有するスカンジア安定化ジルコニア、ランタンガレート
などの探索が盛んになっている。その理由は、作動温度を下げることによって、上記の
三つの課題を同時に解決できる期待があるためである。これらの新規電解質を用いたシ
ステムの研究開発はまだ萌芽段階にあるが、高温型システムが直面している課題を一挙
に解決するポテンシャルを有している。
　以上のような研究開発の状況にあって、高温型システムの市場導入への課題解決が困
難と判断される場合は、思い切って、研究開発を低温型システムへシフトすることも選
択肢の一つである。この新規電解質の探索においても、最近著しい進歩があるナノスケ
ールレベルでの計算機シミュレーションおよび実験手法を用いて、理論解析と実験検証
の両面から進めるべきである。いずれにしても、探索段階から、将来の実用システムを
想定した、セルおよびスタックの量産プロセスに向く材料を選択することが重要である。
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　製造業の強さを支える
ものづくり計測の研究開発のあり方
　国際的に優位であった我が国の製造業は、欧米だけでなく様々な国との厳しい競争に
さらされつつある。今後も国際競争力を維持し強化するためには、製造業は、科学に立
脚したものづくりによって、世界市場でインパクトのある製品の創出、設計・製造プロ
セスの革新、製品の信頼性の更なる飛躍的な向上に取り組まなければならない。科学に
立脚したものづくりを推進するためには、製品の性能や製造プロセスにおける様々な物
理量をデジタル化し、データの分析結果を科学技術で説明する、「ものづくり計測」に
取り組む必要がある。「ものづくり計測」は、長年の技術の蓄積を必要とし、かつ製品
や現場に合わせた技術のため、資金のみでは容易には外部から導入できない。この「も
のづくり計測」技術における国際的な優位性が、我が国の製造業の強さを支えている。
第３期科学技術基本計画のものづくり技術分野でも、戦略重点科学技術として、ものづ
くり計測が要の一つとなる「日本型ものづくり技術をさらに進化させる、科学に立脚し
たものづくり『可視化』技術」が選定されている。
　「ものづくり計測」の研究開発を進めるためには、以下の取り組みが必要である。
盧 研究開発において、設計・製造プロセス・計測を複合技術として取り扱うことが不可
欠である
　「ものづくり計測」は製品の機能・品質と密接に関係しており、その研究開発は、
計測技術を独立させる形では進めることはできない。計測で重要な、どこを、どのよ
うに計測し、どのようなデータを取るかという計測要件は、設計仕様から導き出され
るものである。また、計測結果の分析は、設計・製造プロセス技術に基づいて行う必
要がある。
盪 国としての事業としては、「ものづくり計測」の課題全体を俯瞰したうえで議論され
るべきである
　「ものづくり計測」では、計測装置の性能向上だけでは課題解決にならない場合も
多い。「ものづくり計測」の国としての事業では、まず、「ものづくり計測」の課題全
体を対象にした研究を進め、その中で計測装置への要求仕様を明確にすることが必要
である。計測装置の研究開発は、その結果、見出された要求仕様に基づいて取り組ま
れる必要がある。
蘯 産学官は、計測における国際標準化およびトレーサビリティの確立へ向けた取り組み
の強化が必要である
　製造拠点の世界的な分散の中で品質を保証するためには、計測標準の国際的な整合
性を確保する国際トレーサビリティを支える技術が必要である。個別に進められてい
る産学官の取り組みの連携強化も必要である。我が国の製造業が国際分業を一層進め
るためには、計測領域における国際標準化推進において、積極的にイニシアティブを
発揮することが必要である。
科学技術動向
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2025 年に目指すべき社会の姿
̶「科学技術の俯瞰的予測調査」に基づく検討̶
分野5：闊達たる人生―職業選択、子育て、シニアライフの多様化―
分野6：地球規模の環境問題の克服と世界との共生
参　考：NISTEP　REPORT　No.101
 http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep101j/idx101j.html
　イノベーション 25 戦略会議では、イノベーションを「単なる技術革新にとどまらず、
新しいビジネスや新しい社会的枠組みも含んだもの」と定義し、特に「生活者の視点か
らの新しい豊かさの実現」「大きなアジア、そして世界との共生による成長」「志の高い、
創造性の高いチャレンジする人が輩出され活躍する社会」の３点を念頭において議論す
べきとの方針が示されています。
　科学技術動向研究センターは、イノベーション 25 戦略会議の議論のために、先に行
なわれた「科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査」の結果を基に、「2025 年まで
に日本が目指すべき社会の姿」の検討を、以下の６つの分野で行ないました。
　今月は前号に引き続き、分野５および分野６の検討結果の概要を紹介します。
連載概要
分野 分野名 内容（概要）
分野１ 生涯健康の時代
国民が望み期待する社会の姿を「健康寿命の延伸」に設定
し、三大疾病（がん、心疾患、脳血管障害）、認知症、及
び生活習慣病等に焦点を当て、疾病の予防・診断、治療の
観点から検討を行う。
分野２
生活インフラとしての
情報環境
―ユビキタス成熟社会―
要素技術層、それら要素技術をベースに形成されるインフ
ラ層、それらが反映した生活シーンの３層構造の枠組みで
検討を行う。特に生活シーンにおいて具体的な姿を示す。
分野３
『脳科学』の進展による
生活者の活動支援
脳科学や認知科学の発達によって、生活者の視点でどのよ
うな変化が起きるのかについて検討を行う。脳科学、認知
科学の技術シーズが医療やロボットによる生活支援等の社
会ニーズと結びついて、働き方、学び方、暮らし方、遊び方、
人間関係などにどのような変化をもたらすかを描く。
分野４ 安全で持続可能な都市
「時代の変化に対応し、住む人が誇れる都市」の実現に向
けて、環境問題や交通事故等の社会問題を解決した持続可
能な都市生活の将来像を描く。
分野５
闊達たる人生
― 職業選択、子育て、
　シニアライフの多様化―
子育て家族、シニアライフ、多様な職業選択をフレームと
して、家事、趣味・娯楽・文化、学習・教育、安全、介護、
移動、コミュニケーション、地域活動等の観点から、あるべ
き生活の検討を行う。多様な生き方・働き方の中から各人
が自分にあったスタイルを選択できる将来を描く。
分野６
地球規模の環境問題の克服と
世界との共生
環境問題、特に、地球温暖化、水、エネルギーなどの地球規
模の問題に対して、日本の技術がどのように貢献し得るの
かの検討を通して、アジア・世界との共生のイメージを描く。
議論された６つの分野
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 ライフサイエンス分野 TOPICS Life Science
　米国において、「遺伝子情報に基づいて健康保険や雇用に関して差別することを禁止する法案
（Genetic Information Nondiscrimination Act of 2007）」が成立の方向に進んでいる。2007
年 4月25日に下院で採決が行われ、420対 3で通過した。7月10日現在、上院での投票は行われて
いないが、法案の成立は有望視されている。この法案では、個人の遺伝子情報によって、保険会社が保障
範囲を限定することや特別な料金を課すこと、雇用者が雇用・解雇・配置転換などを意図的に行うことな
どを禁止している。GINAが成立した後、米国の健康医療や臨床研究がどう変わるかが注目される。なお、
我が国でも2005年より個人情報保護法が施行されているが、個人の遺伝子情報に基づく差別を禁止す
る法律はまだ制定されていない。
トピックス1　米国で遺伝子情報による差別禁止法案が成立の方向へ
　米国において、「遺伝子情報に基づいて健康
保険や雇用に関して差別することを禁止する法
案（Genetic Information Nondiscrimination Act of 
2007）」（以下、GINA）が成立の方向に進んでいる１）。
　GINAは2007年４月25日に下院で採決が行われ、
420対３で下院を通過した。７月 10日現在、上院
ではまだ投票されていないが、法案の成立は有望
視されている２）。
　この法案は、以下のことを禁止している３）：
①雇用者による従業員の団体健康保険（雇用者が
スポンサーとなり診断や予防医療を実施するもの）
において、遺伝子診断を要求したり必須にしたり
すること、②保険会社が遺伝子情報に基づいて保
障範囲を限定したり特別な料金を課したりするこ
と、③雇用者が個人の遺伝子情報によって雇用・
解雇・配置転換などを意図的に行うこと、等。
　GINA で制限される「遺伝子情報（genetic 
information）」とは、①個人の遺伝子診断に関する
情報、②家族の遺伝子診断に関する情報、③家族
の疾病や障害の発症に関する情報、である。性別
や年齢についての情報は除外される。
　さらに、GINAにおける「遺伝子診断（genetic 
test）」とは、遺伝子型・遺伝子変異・染色体変化
を検出するために、ヒトのDNA・RNA・染色体・
タンパク質・代謝物を分析することであり、従って、
遺伝子型・遺伝子変異・染色体変化を検出しない
タンパク質や代謝物の分析は、除外される。疾病・
障害・病理学的な状態に直接関連するタンパク質
や代謝物の分析も除外される３）。
　米国国立ヒトゲノム研究所（National Human 
Genome Research Institute）の所長Francis Collins
氏は、「遺伝情報による差別は研究の妨げになる」
と述べ、「米国人が個人遺伝子情報を悪用されない
と確信するまでは、個別化医療は定着しないだろ
う」と述べている１）。
　同研究所のホームページのPolicy&Ethics の項目
にはGINAの下院通過についての記事が掲載され
ており、この法案の成立は、雇用や健康保険の差
別から個人が守られることで、米国人が健康診断
の一部として遺伝子診断を受けることを促進する
と述べられている４）。
　10年前までは、十前後の遺伝子診断しか存在し
なかったが、現在では利用できる遺伝子診断の数
は数百にも及んでいる。一方、その陰で、米国に
おいて、健康なアフリカ系米国人が鎌状赤血球貧
血病の遺伝子を保持しているという理由で就職が
拒否されたケースや、α1アンチトリプシン欠損症
に罹患した母親の子供がその遺伝子を保有してい
るという理由で、健康であるのに関わらず健康保
険への加入を拒絶された例など、遺伝子診断に基
づく差別が実際にあると言われている１）。GINAが
成立した後、米国の健康医療や臨床研究が、どう
変わるかが注目される。
　なお、日本においても個人情報保護に関する法
律が 2005 年４月より施行された。同時に、ヒトゲ
ノム情報を用いる研究・医療・事業に関する取り
扱い指針が文部科学省・厚生労働省・経済産業省
等により改定または制定されている。しかし、個
人の遺伝子情報に基づく差別を禁止する法律はま
だ制定されていない。
（専門家ネットワーク 都河 龍一郎氏の投稿による）
参　考
 1）  Constance Holden,（2007）Science, vol.316, 
676
 2） NewsScientist.com (6 May, 2007)
 3）  110th CONGRESS 1ST Session H.R.493 (16 
Jan, 2007)
 4） genome.gov（米国国立ヒトゲノム研究所のHP内）
  http://www.genome.gov/24519851
科 学 技 術 動 向　2007年 7月号
4 5Science & Technology Trends   July  2007
 情報通信分野 TOPICS Information & Communication
　近年、脳活動から得られる情報を、医療現場や教育、マーケティング、自動車の運転支援などに活かす
試みが注目されている。脳活動を無侵襲的に計測する方法の一つである光トポグラフィ装置は、従来、
測定用のレーザ光源を設置した100kg 以上の装置本体と、頭部に装着する機器との間を光ファイバで
接続する必要があり、被験者の測定環境に制約を与えていた。2007年 5月 22日、譁日立製作所 基礎
研究所は、日常生活における脳活動の計測に向け、総重量約1kgの携帯可能な光トポグラフィ技術を開
発したと発表した。小型化のため、額の部分に装着する計測部に、レーザ光源と光検出器を一体化するこ
とによって接続用光ファイバを不要とした。また、光信号処理に「時分割方式」と「ロックイン技術」
を併用することで小型化と高感度検出を両立させた。試作装置では、無線通信機能により、同一事象につ
いて同時に最大で24人分の被験者の脳活動を計測することが可能である。
トピックス2　携帯可能な光トポグラフィ技術を開発
　近年、脳活動から得られる情報を医療現場や教
育、マーケティング、自動車の運転支援などに活
かす試みが注目されている。2007 年６月に閣議決
定された長期指針「イノベーション 25」でも、脳
型情報処理技術の開発、脳の認知機能や発達機構、
情動の発達機能の解明など、脳活動の解明が研究
目標に掲げられている。
　光トポグラフィ法は、脳活動を無侵襲的に計測
する方法の一つで、近赤外分光法（NIRS：Near‐
infrared spectroscopy）の原理を応用している。そ
の原理は、頭皮上から近赤外線を照射し、脳の局
所的な血流変化を捉えることで脳活動を可視化す
る、というものである。脳活動の可視化には、他
にPET（陽電子放出断層撮影）、fMRI（機能的磁
気共鳴イメージング）、MEG（脳磁図）などがあるが、
他の測定法と比較して光トポグラフィ法は、簡便
性に優れていることが特長である。
　従来の光トポグラフィ装置は、測定用のレーザ
光源を設置した装置本体と、頭部に装着する機器
との間を光ファイバで接続する必要があり、脳活
動を計測するには、100kg以上の重い本体装置を移
動させなければならず、被験者の測定環境に制約
を与え、日常生活では用いることは困難であった。
　2007 年５月 22日、譁日立製作所 基礎研究所は、
日常生活における脳活動の計測に向け、携帯可能
な光トポグラフィ技術を開発したと発表した。試
作装置は、頭部に装着する計測部が 400g、身体に
装着する本体装置が 630g と、総重量約１kgとい
う軽量化を実現した（図表）。
　今回の小型・軽量化の最大の要因は、光ファイ
バを取り除き、不要な光学システムを排除したこ
とである。具体的には、額の部分に装着する計測
部にレーザ光源と光検出器を一体化し、前頭前野
の活動を計測する計測部内に光源と検出器を８個
ずつ内蔵することにより、本体装置との接続用光
ファイバを不要とした。
　光トポグラフィ法では、複数の光源からの光信
号を区別して受光する必要があるが、今回、回路
規模と消費電力を抑制するため、光源を時間差に
よって切り替え、信号を区別する「時分割方式」
を採り入れた。時分割にすると光検出器の受光感
度が損なわれ、十分な受光感度が得られない恐れ
があるが、光源を高速に点滅させることにより、
これに同期した信号のみを検出する「ロックイン
技術」を併用することで、小型化と高感度検出を
両立させた。
　本体装置は計測部の制御とデータを蓄積すると
ともに、無線通信機能を内蔵しているため、外部
のPCにて複数の測定データの表示および解析がで
きる。試作装置では、同一事象について、同時に
最大で 24人分の被験者の脳活動を計測することが
可能である。
参　考
 譁日立製作所ニュースリリース（2007年5月22日付）
http://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2007/
05/0522.html
出展：譁日立製作所ニュースリリース
携帯型光トポグラフィ技術を用いた試作装置
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 環境分野 TOPICS Environmental Science
　東京大学の西澤直子教授らは、アルカリ土壌でも鉄欠乏にならず良好に生育可能なアルカリ土壌耐性
イネの開発に成功し、2007年4月に報告した。アルカリ土壌では、植物は鉄を吸収できず枯れてしまう。
今回、遺伝子組換え技術を活用し、イネ科植物が持つ鉄吸収機構の「キレート戦略」に加え、イネ科以外
の植物が持つ「還元戦略」を合わせ持つイネが創出された。このイネは、石灰質のアルカリ土壌でも良好
に生育し、アルカリ土壌で生育した通常のイネと比較して、約8倍の穀物収量を記録した。この技術により、
世界に広く分布するアルカリ土壌を耕地化し、食糧増産だけでなくバイオマス増産によるエネルギーや
地球環境の改善が期待される。
トピックス3　アルカリ土壌でも育つ遺伝子組換えイネ
　東京大学大学院農学生命科学研究科の西澤直子
教授らは、C科学技術振興機構の戦略的創造研究
推進事業（CREST）の一環で、遺伝子組換え技術
を用い、アルカリ土壌でも鉄欠乏にならず良好に
生育可能なアルカリ土壌耐性イネの開発に成功し
（図表１）、2007年４月に報告した。
　アルカリ土壌では、植物の生育に必須の栄養素
である鉄が、水に溶けにくい鉄（Ⅲ）となっている
ために、植物は鉄を吸収できず、その結果、鉄欠
乏症となり、場合によっては枯れてしまう。今回
東大が開発したアルカリ土壌耐性イネは、「還元
戦略」と「キレート戦略」と呼ばれる二つの鉄吸収
機構を兼ね備えており（図表２）、石灰質アルカリ
土壌においても良好に生育し、同じアルカリ土壌
に栽培した通常のイネと比較して約８倍の穀物収
量を記録した。
　イネ科植物に一般的な鉄吸収機構である「キレー
ト戦略」は、ムギネ酸類を根から分泌し、土壌中
で不溶態の鉄（Ⅲ）を、水溶性の「鉄（Ⅲ）ムギネ酸
類キレート」として吸収するメカニズムである。
　一方の「還元戦略」は、イネ科以外の植物が持
つ鉄吸収機構で、根の表面の還元酵素によって、
鉄（Ⅲ）を水溶性の鉄（Ⅱ）に還元してから吸収
するメカニズムである。ただし、この還元酵素は
アルカリ条件下では活性が低いため、「還元戦略」
メカニズムが働かない。今回、食用酵母の遺伝子
を改変し、アルカリ条件下でも高い還元酵素活性
を示す酵素遺伝子（Refre 1‐372）を作出し、イネ
に導入することにより、本来イネが持つ「キレー
ト戦略」に加え、「還元戦略」を強化したアルカリ
土壌耐性イネを開発した。
　東大ではこれまでに、イネ科の中で最強の「キ
レート戦略」を示すオオムギのムギネ酸類生合成
経路をすべて解明し、イネに導入することで、「キ
レート戦略」を強化したイネの作出にも成功して
いる。「還元戦略」と「キレート戦略」を同時に組
み合わせることで、イネのアルカリ土壌耐性を更
に高められる可能性もある。
　世界の陸地には耕作地としては極めて生産性の
低い不良土壌が存在し、そのうち半分がアルカリ
土壌である（全陸地の約３割）。今回の技術を応用
することで、アルカリ不良土壌の土地の有効活用
と高い穀物
生産性を実
現し、食糧
増産だけで
なく、バイ
オマス増産
などのエネ
ルギー資源
確保や、緑
化などの地
球環境改善
に貢献する
ことが期待
できる。
参　考
 1） 東京大学プレスリリース（2007年 4月 23日）：
  http://www.a.u-tokyo.ac.jp/topics/nishizawa2.html
 2）  米国科学アカデミー紀要（PNAS）,May 1, 2007, 
vol.104, No18, pp7373‐7378
   h t t p : / / www . p n a s . o r g / c g i / c o n t e n t /
abstract/104/18/7373
東京大学提供資料
還元戦略 キレート戦略
細胞質 土壌 細胞質
ムギネ酸類
土壌
鉄（Ⅲ）・
ムギネ酸類
キレート
改変型三価鉄還元酵素
OsYSL15
図表２　二種の鉄吸収機構
参考２）
アルカリ土壌耐性イネ
（開発品）
通常のイネ
アルカリ土壌 通常土壌
図表１　 アルカリ土壌（pH8.5）での
 生育状況比較
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 エネルギー分野 TOPICS Energy
　世界が地球温暖化解決に取り組む中、我が国の省エネルギー技術に各国が注目している。この度、
Z産業技術総合研究所、札幌市、東京理科大学、譛周南地域地場産業振興センターおよび譁藤原環境
科学研究所は共同で、札幌市役所本庁舎（地下2階地上19階）の暖房用循環水に界面活性剤を注入
することにより、配管内壁と流体との摩擦が減少、ポンプ動力の省エネルギーが実現できたと発表し
た。実証試験では、通常の50Hz 運転に比べてポンプ動力が65％減少した。このシステムの運転を試
算すると、年間の節電量は58,000kWh、経費は63万円の削減となる。また、CO2 排出量は、係数を
0.555kg/kWhとすると、年間32t の削減となる。これを日本全体のビルなどで水搬送用として使用
される、総エネルギー消費量126億 kWh/ 年で計算すると、CO2 削減量は45.5 万 t/年に達する。今
回のような技術を多くの建物に適用することにより、一層の省エネルギー効果が期待できる。
トピックス4　暖房用水循環に界面活性剤を利用して65％の省エネを達成
　2007 年６月に開催されたハイリゲンダム・サミ
ットでは、地球温暖化対策について「2050 年まで
に温暖化ガスの排出量を半減させることを真剣に
検討する」ことで各国が合意した。今後、より一
層温暖化解決策への取り組みが必要となる。温暖
化ガス排出量削減に効果的な省エネルギー技術の
導入を各国が検討している。
　中でもオフィスビルや病院などの建物のエネ
ルギーをマネージメントする BEMS（Building 
Energy Management System）技術は、快適性を
保ちつつ、建物内のエネルギーを回収し、リサイ
クルすることから、省エネルギーに貢献できるも
のとして多方面で導入が検討されている。例えば、
石油や電気のボイラーで温水を作り、それを各部屋
に分配し、ラジエーターを用いて空気または放射
熱への熱変換を行い暖房するシステムは、比較的
大きな建物の暖房を行えることから、北海道を中
心とした住宅や、全国のビル等で適用されている。
　この度、C産業技術総合研究所、札幌市、東京
理科大学、譛周南地域地場産業振興センターおよ
び譁藤原環境科学研究所は共同で、札幌市役所本
庁舎（地下２階地上 19階）の暖房用循環水に界面
活性剤注）を注入することによって、ポンプ動力の
省エネルギーが実現できたと発表した。今回使用
した循環水に含まれる界面活性剤は低濃度である
ことから、環境への負荷も少ない。今回の省エネ
ルギー効果を左右する因子としては、配管径、流
速、水温、水質（防錆剤の共存）、界面活性剤の
濃度などがあるが、実証試験の前に基礎実験を行
い、その結果を踏まえて、定格出力 37kWのポン
プと保有水量約 32ｔの貯水槽を含む温水循環シス
テムを用いて本格的な実証実験を行った。冷暖房
の熱媒体である水に濃度 0.3 ～ 0.5％の界面活性剤
を注入することによって、配管内壁と流体との摩
擦は減少し、水の循環流量が増加する。これを定
格流量に戻すために、インバータ制御によって供
給電気の周波数を落とし、ポンプの回転数を減ら
す。このプロセスによって減少したポンプの動力
分が電力の削減、つまり省エネルギーとなる。今
回の実証実験では、周波数 35Hzで定格流量が維持
でき、消費電力は周波数の３乗に比例することか
ら、今回の結果は通常の 50Hz運転に比べてポンプ
の動力は 65％の削減となる。このシステムの運転
を 10h/日、年 240日、電力 11円/kWhとして試算
すると、年間の節電量は 58,000kWh、63 万円の経
費削減となる。また、CO2 排出係数を 0.555kg/kWh
とすると、年間 32ｔのCO2 排出量削減となる。こ
れを日本全体のビル、ホテル、病院などにおいて
水搬送用として使用される総エネルギー消費量
126億 kWh/年で計算すると、この技術の導入によ
って、年間 45.5 万 t の CO2 が削減できる。今回の
ような技術を多くの建物に適用することによって、
一層の省エネルギー効果が期待できる。しかし、空
調設備は複雑な配管システムを有し、システムの維
持管理の方法が設備や場所ごとに異なることから、
課題も多く、例えば冬期は外気温が氷点下になる
ことから外調機の凍結対策や、暖房期間が長く冷
房期間が短い条件下での一定の効率維持などが挙げ
られる。技術の普及にはデータの蓄積が不可欠で
あることから、今後も実証実験の継続が望まれる。
注　界面活性剤：親水基と親油基を持ち、溶液中でミセル
を形成する物質。
参考 (独)産総研 プレスリリース：
  http://www.aist.go.jp/aist_j/press_release/
pr2007/pr20070528/pr20070528.html
  環境省ホームページ：http://www.env.go.jp:80/
earth/report/h15-07/01_03.pdf
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 社会基盤分野 TOPICS Infrastructure
　Z海洋開発研究機構の鈴木雄治郎研究員と東京大学地震研究所の小屋口剛博教授は、大規模噴火によ
る傘型噴煙形成の火山灰や火山ガスの広がる様子を、数値モデルと地球シミュレータを用いて3次元で
再現することに成功した。噴煙形成のシミュレーションは、国内外において2次元の数値モデルにより
研究されてきたが、計算精度が低く、巨視的な流れの性質を決定づける乱流混合を正確に再現できなかっ
た。鈴木研究員らは噴煙の密度変化を表す関係式を組み立て、高分解能の3次元流体計算による乱流混
合を正確に再現し、地球シミュレータを用いて1991年フィリピン・ピナツボ火山の傘型噴煙形成のシ
ミュレーションと可視化解析を行ったところ、噴煙高度、傘型噴煙半径、体積流量の計算値と観測データ
値がほぼ合致した。また、カルデラを作る大規模な噴火では、地球シミュレータのようなスーパーコンピ
ュータを用いなくても大まかに、噴煙規模を1次元モデルによって簡便・迅速に予測できることも示した。
トピックス5　大規模な傘型噴煙形成の様子を３次元で再現することに成功
　噴火による火山灰や火山ガスは、航空路の寸断、
健康被害、農業被害などを及ぼし、社会経済的に
も与える影響が大きい。C海洋開発研究機構の鈴
木雄治郎研究員と東京大学地震研究所の小屋口剛
博教授は、大規模噴火による傘型噴煙形成の火山
灰や火山ガスの広がる様子を数値モデルにより、
地球シミュレータを用いて３次元で再現すること
に成功した。研究成果は、2007 年５月に開催され
た日本地球惑星科学連合2007大会で発表された。
　噴煙は、固体粒子の火山灰を多く含むため大気
より重い。しかし乱流混合により大気を取り込む
と、火山灰の熱が取り込んだ大気を急激に膨張さ
せる。すると、噴煙全体の密度は周囲の大気より
低下して、大気と共に浮力を得た噴煙柱や灰かぐ
ら注１）が高度数十 kmまで上昇する。噴煙柱や灰
かぐらは、密度が成層大気と平衡する中立高度に
達しても浮力上昇時の加速分の運動量を持つため
に、さらに上昇する。最高到達点で運動量を失うと、
今度は重力流として流れ下り、中立高度で水平方
向に拡大して傘型噴煙を形成する。
　噴煙形成のシミュレーションは、国内外におい
て２次元（高さ方向と水平方向）の数値モデルに
よる研究がされてきたが、これまでは計算精度が
低く、巨視的な流れの性質を決定づける乱流混合
を正確に再現できなかった。
　鈴木研究員らは噴煙の密度変化を表す関係式を
組み立て、高分解能の３次元流体計算による乱流
混合を地球シミュレータにより再現した。
　右図１、２は、1991 年に大規模な噴火を起こし
たフィリピンのピナツボ火山における傘型噴煙形
成のシミュレーションによる可視化解析結果であ
る。解析では、噴煙高度、傘型噴煙半径、体積流
量において、計算値と観測データ値がほぼ合致し
ている。また、噴煙形状の再現では、高度約 30～
40kmまで上昇した後、約 25km付近の中位高度で
傘型噴煙が形成され、噴火から約１時間後には半
径約140kmまで拡大しており、これも人工衛星「ひ
まわり」による観察状況とほぼ一致した。
　また、鈴木研究員らは、簡便に求められる１次
元モデル予測式には、経験的に決定する必要があ
る定数（エントレインメント係数注２）やフルード
数注３））が含まれることから、前記のような研究成
果を生かして、この定数を決定し、１次元モデル
でピナツボ噴火の噴煙高度と傘型噴煙半径、体積
流量などを求めたところ、観測データ値ともほぼ一
致した。このことから、カルデラを作るような大規
模な噴火であれば、地球シミュレータのようなス
ーパーコンピュータを用いずにも、大まかには噴
煙規模を簡便・迅速に予測できることも示した。
　これらの研究により、火山灰などが拡大する時
間や範囲を予測することが可能となり、被害軽減
に役立つことと期待される。
注１：火砕流から生じる上昇流 
注２：乱流混合の効率
注３：流体の慣性力と重力の比を表す無次元数
提供：C海洋開発研究機構
図表２　上面から見た噴煙
図表１　ピナツボ火山の傘型噴煙形成シミュレー ション断面図
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 その他の分野 TOPICS Others
　2007年 6月5日、米ジョージア工科大学とインドのアーンドラ・プラデーシュ州政府は、2009年
の開校を目指し、同州ハイデラバード近郊にキャンパスを設置する覚書を結んだ。外国資本による学位
取得が可能な大学の進出は、インドでは初めてのケースとなる。設立する大学は、学部および大学院を備
え、インド国内における科学技術分野のPhDのおよそ20％相当を同大学が担おうという計画である。
これまでも外国資本の大学がインド国内の大学と提携し、特定のコースを提供する例はあったが、学部あ
るいは大学院を外国資本の大学が独自に運営することは規制によりできなかった。しかし、2005年の
規制改定により、外国資本の大学が進出する道が開けた。外国の大学がアジア諸国へ進出する成功事例と
しては、ベトナムに進出した豪ロイヤルメルボルン工科大学（RMIT）の例もある。
トピックス6　インドに初めて外国公立大学が進出
　近年、アジア諸国へ欧米の大学進出が加速して
いる。
　2007 年６月５日、米ジョージア工科大学とイン
ドのアーンドラ・プラデーシュ州政府は、2009 年
の開校を目指し、同州ハイデラバード近郊にキャ
ンパスを設置する覚書を結んだ。外国資本による
学位取得が可能な大学の進出は、インドでは初め
てのケースとなる。これは米国の州立大学とイン
ドの州レベルの覚書という意味でも注目される。
　以前から、外国資本の大学がインド国内の大学
と提携し、特定のコースを提供する例はあった。
しかし、インド側の規制により、学部あるいは大
学院を外国資本の大学が独自に運営することはで
きなかった。これに対し、2005年の規制改定により、
外国資本の大学が進出する道が開けた。この背景
には、インド国内の技術系人材の需要の高まりに
対し、供給先となる高等教育機関の数が不足して
いることが挙げられる。
　一方、米ジョージア工科大学は、米ジョージア
州アトランタにある州立大学で、米国でもレベル
の高い理工系大学として知られている。これまで
に、フランス、中国、シンガポールにキャンパス
を設置した実績がある。
　アーンドラ・プラデーシュ州の州都であるハイ
デラバードには、経済特区政策により、インド IT
有力企業であるインフォシス・テクノロジーズ、
ウィプロ・テクノロジーズなどのほか、米マイク
ロソフト社、米グーグル社などの開発センターが
設立されている。情報通信産業以外にも、バイオ
産業のクラスターが形成されており、情報通信と
バイオが融合したバイオインフォマティクスの拠
点としても知られている。
　同州政府は、今回のキャンパス設置に対し、まず
州都ハイデラバード近郊に約８万平方メートル、さ
らに沿岸部にあるヴィシャカパトナムにも拡張用と
して約28万平方メートルを提供する予定である。
　設立する大学は、学部および大学院を備え、真
の国際的な大学を目指し、国外からの学生を受け
入れる。米本国と同様、高度な工学、マネジメント、
自然科学、建築、コンピューティングおよび一般
教養がインドに適した形で提供される。まずは世
界規模のロジスティクス、IT、工学、サプライチ
ェーンマネジメントに注力する予定である。立ち
上げ当初は、主としてインド国外の教授陣となる
が、将来的にはインド国内の教員で構成すること
を目指す。さらに計画では、インド国内における
科学技術分野のPhDのおよそ 20％相当を同大学が
担おうとしている。
　同州政府は、今回の提携により、米国から教員
人材が供給され、州内にある他の工科大学のレベ
ルを向上させることも期待している。
　外国の大学がアジア諸国へ進出する成功事例と
して、ベトナムに進出した豪ロイヤルメルボルン
工科大学（RMIT）の例がある。同大学はオースト
ラリア メルボルンを拠点とする公立大学ながら、
2001 年のホーチミン校に続き、2004 年にはハノイ
校を開校している。RMITの場合、豪州本国で学
士を取得するよりも半額程度で学位が取得できる
利点がある。
　海外で学生を獲得したい大学側と、質の高い高
等教育機関を受け入れたいアジア諸国の思惑が一
致したという見方もできる。今後、諸外国の大学
によるアジア諸国への進出が注目される。なお、
我が国の大学の場合は、日本の学位取得可能な分
校の海外展開については、近年制度が改正され、
今後可能になる予定である。
参　考
1） アーンドラ・プラデーシュ州知事のホームページ：
 http://203.199.178.89/cmsite/05jun07prev.asp
2） 豪ロイヤルメルボルン工科大学ベトナム校：
 http://www.rmit.edu.vn/about.php?aid=1
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科学技術動向研究
固体酸化物形燃料電池材料の
研究開発動向
̶鍵となる電解質の研究開発の視点から̶
河本　洋
ナノテクノロジー・材料ユニット
1   はじめに 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　燃料電池（FC：Fuel Cells）は、
燃料の化学エネルギーを電気エネ
ルギーに直接変換するため、小規
模でも高い発電効率を有する、良
質な排熱も利用可能なシステムで
あるといえる。反応物質が消費さ
れると寿命が尽きる一次電池、あ
るいは充放電の繰り返しで不要な
生成物が増えて性能が低下する二
次電池とは違い、FCは燃料を供
給し続ける限り発電が持続でき、
燃料を選べば大気汚染物質をほと
んど出さない。各種FCの中でも、
発電効率が高い点、熱と電気の
両方を供給できる点、多種類の燃
料を使用できる点などの理由で、
固体酸化物形燃料電池（SOFC：
Solid Oxide Fuel Cells）が注目さ
れ、研究開発が精力的に行われて
きた。他種類のFCに比べると、
SOFCは、熱効率が高く、長期性
能安定性にも優れ、量産に適する
セルとスタックの製造プロセスを
確立すれば低コストシステムが実
現できる。その理由は、現在まで
検討されているシステムでは作動
温度が高温であることから、高価
な貴金属触媒を使わなくても燃料
や空気を供給する電極における電
気化学反応が可能であり、セル構
成材料に安価なものを使用できる
ためである。
　ここでは、SOFCの研究開発の
背景と期待、それらに関する国内
外の技術の現状を述べる。まず、
SOFCの作動原理および構造を紹
介し、特にSOFCを構成する電解
質および電極材料の研究開発の現
状とそれらの電解質に要求される
特性と課題を抽出する。続いて、
これらの課題を解決する方策とし
て、イオン伝導メカニズムの解明、
損傷・劣化メカニズムの解明の方
法などについて述べる。一方、技
術課題を一挙に解決するため、作
動温度が従来のシステムより低い
新規電解質の研究開発も注目され
ており、この探索方法についても
提言を行う。
2   SOFCの研究開発の背景と期待 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
２‐１
高効率発電システム
としてのSOFC
　図表１の左図に、各種発電シス
テムの規模とそれらの効率の関係
を示す１～10）。ガスタービンによ
る発電効率に比較すると、SOFC、
溶融炭酸塩形燃料電池（MCFC： 
Molten Carbonate Fuel Cells）、固
体高分子形燃料電池（PEFC： 
Polymer Electrolyte Fuel Cells）
などの燃料電池による効率は高
い。SOFCは、ガスタービンを組
み合わせるとさらに高効率なシ
ステムを構成することができ、水
素燃料の使用では水のみを排出す
る。エネルギー密度がより高い天
然ガスや石炭ガスなどの多様な燃
料を使用しても、他の化石燃料シ
ステムよりはNOx、SOx の排出
が少ない。これまで開発されてい
る 750℃以上の高温作動型 SOFC
では、起動に時間を要するなど、
熱管理が容易ではない。そのため、
起動停止が頻繁に行われる可搬型
システムの研究開発は一部でしか
行われていない。したがって、定
置型システムに関する研究開発が
主流となっている。
　SOFC以外で最も代表的なFC
として研究開発が進んでいるとさ
れる PEFCは、作動温度が 80℃
～ 100℃と低いことから取り扱い
易く、システムもコンパクトにな
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るため、移動体用電源としての実
用化が進められている。しかし、
電極には白金系触媒または白金
系触媒担持カーボンとフッ素樹脂
の混合体などが用いられているた
め、高コストになることが問題と
なっている。さらに、PEFCには、
水素以外の改質ガスを燃料に用い
る場合、電極の白金触媒が一酸化
炭素にさらされることによる電池
性能の低下や、電解質膜自体の長
期間の運転による性能低下などの
問題がある。
　図表１の右図に、FC（SOFC、
PEFC、MCFC、PAFC）と各種
電池の単位重量当たりの出力密度
とエネルギー密度の関係を比較し
た。FCの出力密度は、現段階で
はLi イオン電池と比較するとま
だ劣っているが、エネルギー密度
は高く、燃料補給が迅速に行える
という利点がある。したがって、
FCの出力密度を向上させること
が、当面の課題となっている。現
在のところは、高エネルギー密度
という特長を生かせる、長時間の
電力量を必要とする分野での用途
開発が進められている。
２‐２
SOFCの応用が
期待される分野
　SOFCの応用が期待される分野
を、使用時の電源形態および主
な用途から示したのが図表２であ
る。SOFCでは、超小型から中・
大型の発電システムまで様々な応
用が期待されている。特に、分散
型電源、定置型電源、コジェネシ
ステム（電力と熱または給湯の同
時供給）としての期待が、特に欧
州や北米で大きい。さらに、家庭
用電源、自動車の補助電源、携帯
機器などの可搬型電源として、ま
た、従来の電力代替システムとし
ての用途開発も着実に進められて
きた。特に競合技術に対して優位
であり、SOFCの特色が生かせる
市場として、家庭用または業務用
としての 10kW以下の小型容量の
定常運転するコジェネシステムが
有力視されており、安価な燃料を
利用することができれば、これら
のSOFCの市場導入時期は早まる
と推測されている 10～ 12）。
　日本では、SOFCの導入を取り
巻く状況として、中型から大型発
電用の分散電源としての定負荷運
転よりも、電力自由化の対象外と
なっている家庭用の分散電源導入
には有利であるといわれている。
SOFCは高効率であるため、コジ
ェネ市場以外の電力のみでも市場
性があるとの予想もある。SOFC
の市場導入初期段階では、コス
トよりもシステムとしての信頼性
が第一義的に重要であり、20 万
円 /kW以下のシステムコストで
も市場導入できるといわれてい
る 10）。移動体用 SOFC補助電源
としては、自動車用の数kW級の
ものから大型客船用の数 100kW
級までの出力サイズのものが検討
されてきた 13～ 17）。特に、補助用
電源は、定負荷で起動停止回数も
少なく、急速起動時間が要求され
ないので、SOFCの適用が十分に
可能と判断されている。
図表１　現状における各種発電システムの効率と各種電池間の出力性能の比較
PAFC： Phosphate Acid Fuel Cells（リン酸塩形燃料電池）
参考文献１～10）などに基づいて科学技術動向研究センターで作成
図表２　SOFCシステム応用分野と主な課題
発電規模 使用目的電源形態 主な用途 主な課題
超小型 1kW以下
主電源
機器搭載
固定
ロボット
コンピュータサーバー
携帯機器
出力密度向上
長時間での性能維持
高信頼性化
低コスト化（材料、製造プロセス）
コンパクト化
低温作動化
負荷変動への追従
小型 1kW～ 100kW
移動体
（オンサイト）
固定
コジェネレーション
車載
家庭
自動車補助電源
電気自動車
無人テレコム基地
充電機器
中型
大型
100kW以上
据置
基幹
コジェネレーション
非常用
船舶
工場
商用設備
病院
中温作動化
科学技術動向研究センターで作成
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３‐１
国内外における
SOFCの研究開発状況
　日本の経済産業省およびC新
エネルギー・産業技術総合開発機
構（NEDO）が作成したロードマ
ップと、米国エネルギー省（DOE：
Department of Energy）の SECA
（Solid State Energy Conversion 
Alliance）プロジェクトにおける
SOFCシステムの研究開発に関
するロードマップを図表３に示
す 18～ 21）。
　日本においては、1981年度から
ムーンライト計画でSOFCの研究
開発が開始され、その後のNEDO
プロジェクトとして、第 1期（1989
年～ 1991 年）で数 100W級の電
池本体の研究開発、第２期（1992
年～ 2000 年）で円筒型および平
板型SOFCのコスト低減と信頼性
の確立に重点を置いた研究開発、
第３期（2001 年～ 2004 年）で
SOFC実用システム（10数 kW級）
の研究開発が進められてきた。第
３期のSOFCの実用化に向けた研
究開発課題としては、電池性能の
向上や大出力化、低コスト化およ
び高信頼性化などが挙げられてい
る 10）。本格的な SOFCの市場導
入に向けた高信頼性とコスト競争
力を確保のために、具体的には、
長期間のセルおよびスタックの劣
化現象の機構解明とその対策、高
出力化してダウンサイジングする
ことによる低コスト化、種々の燃
料・運転条件への対応技術などの
要素技術が開発されている 18、19）。
図表３秬には、2020 年頃までを
視野に入れて、定置用SOFCに関
して今後取り組むべき技術課題お
よびその実現期待時期がまとめら
れている 18）。特に 2004年からは、
SOFCの導入と普及を強く想定し
て、信頼性向上に関する技術およ
び普及期に向けたスタック技術に
ついての開発が重視されてきた。
特に 950℃前後の高温作動の小発
電規模分散型から中規模火力発電
代替までのシステムについては、
市場投入を意識したシステムの開
発および運転実証による性能確認
に重点がおかれている22、23）。一方、
これに並行して、すでに 700℃～
800℃の中温度作動の小・中発電
規模システムについても研究開発
がスタートしている４）。
　一方、現在、世界的にみて代表的
なSOFCの研究開発プロジェクト
は、米国DOEのSECAプロジェク
トであり、最も進んでいると判断さ
れる。米国では、DOEのVision 21
プログラムとして電気事業用FCの
開発が始まり、その後、SECAプロ
ジェクトが1999年に開始され、産学
官機関の強力な連携体制が構築さ
れた。現在では、NETL（National 
Energy Technology Laboratory）
が全体の運営を行い、SECAプロ
ジェクトを推進している。目標
としては、2010 年までに低コス
ト技術、高性能化、高信頼化な
どに関わる技術を確立して、2015
年頃には、石炭ガス、天然ガス
などを使用して、HHV効率（水
の蒸発潜熱を考慮した高位発熱
量基準）45％～ 50％のシステム
3   SOFCシステムの研究開発の現状蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表３　 日本と米国の SOFCシステムの研究開発プロジェクトにおける
 ロードマップ
(a)  日本の定置用SOFC技術開発のロードマップ （NEDO作成） 
(b)  米国のSECAプロジェクトにおけるSOFC開発計画（DOE作成） 
参考文献 18～ 21）を基に科学技術動向研究センターで再構成
科 学 技 術 動 向　2007年 7月号
12 Science & Technology Trends   July  2007 13
固体酸化物形燃料電池材料の研究開発動向　̶鍵となる電解質の研究開発の視点から̶
を開発することになっており、
400US$/kWのコスト目標を掲げ
ている 13～ 17、20、21）。
　米国、日本のいずれにおいても、
SOFCの商用化は当初期待されて
いた通りには進んでいないが、実
証試験などを通して、実用化への
勢いが加速化しているのも事実で
ある。両国いずれにおいても、実
用化に向けて課題となっている発
電性能の長期間維持、低コストお
よび高信頼性を達成するためや、
対策効果を確認するために精力的
な実証試験が行われている。また、
両国とも長期間の発電性能維持
と高信頼性を確証した後、高温型
（750℃～ 1,000℃作動）の中・大
型システムから市場に導入を開始
する計画となっている。
　これらの政府プロジェクトと
は独立した民間の研究開発である
が、日本国内における最近の代表
的研究開発事例を以下に示す 24）。
藺 東邦ガス譁は、C産業技術総
合研究所（AIST）が開発した
セルを用いて500℃で作動する
SOFCシステムを試作し、2012
年頃に家庭用・業務用定置型シ
ステムの実用化を目指している。
藺 大阪ガス譁は、家庭用SOFCコ
ジェネレーションシステムを京
セラ譁と共同開発して、2008年
度以降を目処に商品化を予定し
ている。
藺 譛電力中央研究所はAISTと共
同で、500℃～ 650℃の作動温度
での家庭用SOFCを開発中であ
り、プロトタイプのシステムで
実用レベルとなる発電効率を達
成した。
３‐２
SOFCの作動原理
　SOFCには酸素イオン伝導型と
水素イオン伝導型がある。図表４
にこれらのSOFCの作動原理の模
式図を示す。図表４の左図に示す
ように、酸素イオン伝導型SOFC
では、酸素イオンが電解質を伝導
して、燃料電極で水素と化合して
水を精製する際に電子が放出され
て電極間に電力が生じる。
　一方、図表４の右図に示すよう
に、水素イオン伝導形SOFCでは、
燃料電極において水素イオンを形
成する際に電子が放出されて、水
素イオンが電解質を伝導して電極
間に電力が生じる 25～ 27）。これま
で、化学的に不安定な水素イオン
伝導電解質しか見出されなかった
ので、この電解質に関する研究開
発例は少なく、酸素イオン伝導体
を用いたSOFCの研究開発がほと
んどである。
　図表４は、燃料と空気をそれ
ぞれ別の部屋に供給する方式の
SOFCであり、電解質を介して燃
料電極と空気電極が別々の部屋
に位置する、二室型と呼ばれてい
る SOFCの作動原理を示してい
る。燃料と空気の供給方法には燃
料と空気の混合ガスを一つの部屋
に供給するもう一つ方式があり、
これらは一室型SOFCと呼ばれて
いる。電解質が酸素イオン伝導体
の場合は、混合ガス中の空気電極
から酸素イオンを発生させて電解
質中を伝導させて燃料電極で水素
と反応させて、両電極間で起電力
を得る方式のものである。一室型
SOFCは、燃料と空気を分離しな
いため、二室型SOFCに比べてコ
ンパクトに設計でき、セパレータ
無しの構造によるシステムの機械
的強度・耐久性を確保しやすく、
電極での発熱による起動の早さな
どの優れた点を有するとの研究報
告がある 28～ 32）。しかし、燃料と
空気が直接酸化し易い欠点があり、
二室型SOFC並みにイオン伝導度
が高い電解質がいまだ見出されて
いないなどから、現在は圧倒的に
二室型SOFCの研究開発が中心に
なっている。しかし、これらの課
題を克服した将来は、特に小型の
システムでは、一室型SOFCの方
が有利な点が多いと考えられる。
３‐３
SOFCのスタック構造
　二室型SOFCシステムのセル構
造には、円筒型と平板型がある。
円筒形では、電解質と電極の界面
の接続面積が少ないため、１セル
当たりの電流経路が長くなってジ
ュール損が大きいという欠点があ
る。よって、小・中規模のシステ
ムでは平板型SOFCが研究開発の
主体になっている。図表５には、
平板型スタック・システムの模式
図とスタック例を示す 33）。
　高出力を得るために単セルを直
列に接続したスタックが構成され
るが、単セルを直列に接続する部
分であるセパレータは、電子を通
過させ、燃料ガスと空気を分離す
る役割を果たす。電気的接続を良
好にするためには電解質と電極と
の界面での接触が重要になり、ま
図表４　水素および酸素イオン伝導型SOFCの作動原理（二室型SOFCの模式図）
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た、燃料と空気の流れをそれぞれ
の電極で保証するには、電極材料
の気孔率のコントロールも重要で
ある。さらに、二つのガスが混じ
らないように、電解質とセパレー
タは緻密にする必要がある。
　以下では、SOFCの発電性能に
最も影響を与える電解質の研究開
発の現状と課題、これらの課題を
解決していくための方策を、現在、
研究開発の主流になっている、二
室型SOFCにおける酸素イオン伝
導体について述べる。
電極材料としてランタンマンガナ
イト（LaMnO3）、セパレータとし
てランタンクロマイト（LaCrO3）
が多く研究されている。しかし、
最近では、YSZ以外の電解質とし
て、スカンジア安定化ジルコニア
（SSZ：Sc2O3 安定化 ZrO2）やラ
ンタンガレート（LaGaO3）など
の高酸素イオン伝導材料などの研
究が盛んになってきた。これらの
電解質の他に、バリウム・セリア
（BaCeO3）およびストロンチウム・
セリア（SrCeO3）などの水素イオ
ン伝導材料などの研究開発もこれ
までに行われた。しかし、イオン
伝導特性、化学安定性、コスト、研
究開発例の多さなどで、YSZは現
在でも最も有力な電解質である。
　SSZやLaGaO3 は 750℃以下の中
温作動SOFCの電解質として適用
が期待されている材料である。酸
素イオン伝導率はYSZ系、セリア
系、LaGaO3 系の順に高くなる。
４‐２
電解質に要求される
特性と課題
　SOFC の市場導入に当たって
は、競合する発電技術と比較して、
発電特性や長時間信頼性が同等か
それら以上であることが条件とな
り、さらに、コストも同等かそれ
以下であることも求められる。図
表７に電解質に要求される主な特
性を、他のSOFC構成材料に対す
るものを含めて、示す 10、26、27、34）。
セルを構成する際は、作動温度下
で高イオン伝導性を発揮する電解
質が決定され、続いて、電解質の
性能を最大限に引き出すことがで
きる燃料および空気電極材料が選
択される。よって、電解質が決ま
らないと、セルおよびスタック、
SOFCシステムの構造が成立しな
い。長時間にわたる高性能の維持
という信頼性確保のために、電解
質および電極材料の選択と組み合
わせ、それらの部材化プロセスと
多層セル構造、システム化、性能
と耐久性･信頼性の評価技術など
図表５　平板型スタック・システムの簡略模式図とスタック例
右図のスタック例の写真は参考文献 33）より転載
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４‐１
電解質の研究開発の現状
　SOFCの性能は、使用される電
解質のイオン伝導率が高いほど向
上する。すなわち、セルの内部抵
抗のほとんどは、電解質の抵抗に
起因する電気抵抗損である場合が
多い。図表６に、これまで研究開
発されてきた SOFCセルの代表
的構成材料を、電解質と電極材料
およびセパレータ材料に分けて示
す１、25～ 27）。高温作動型（750℃～
1,000℃）の SOFC では、電解質
としてイットリア安定化ジルコニ
ア（YSZ：Y2O3 安定化ZrO2）、燃
料極材料としてニッケル・ジルコ
ニア（Ni‐ZrO2）サーメット、空気
図表６　 これまで研究開発されてきた SOFCセルの
 代表的構成材料
構成部 主な材料
電解質
安定化ジルコニア系 YSZ：Y2O3 安定化ZrO2
 SSZ：Sc2O3 安定化ZrO2
セリア系　SDC：Sm2O3 ドープCeO2
ランタンガレート系　（La, Sr）（GaMg）O3
燃料電極 Ni/YSZサーメット、Ru/YSZサーメット
空気電極
LaMnO3 系 （La, Sr）MnO3、（La, Ca）MnO3
LaCoO3 系 （La, Sr）CoO3、（La, Ca）CoO3
セパレータ
LaCrO3 系 （La, Sr）CrO3、（La, Ca）CrO3
合金系 Ni‐Cr系、フェライト（Fe）系
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に関する様々な課題がある。それ
らの課題を発電性能、システム構
造、製造プロセスに分けて以下に
記す 10、22、34）。
盧高発電性能と長時間性能安定性
　炭化水素燃料を使う場合、炭素
の析出を抑えて性能低下を防ぐ
ため燃料の反応温度を設定する
必要がある。初期の高性能を維持
して時間経過と共に性能低下を
少なくするには、作動温度を含む
使用環境条件に適切な電解質と
電極などの材料の組み合わせが重
要となる。
　作動温度を下げることによって、
発電性能の長期間にわたる維持、
高信頼性を確保するなどの課題を
一挙に解決できる可能性がある。
そのためには、低温度領域におい
ても電気抵抗が小さい、すなわち、
高イオン伝導度を有する新たな電
解質を見出すことが必要となる。
盪高強度・信頼性を有する
　システム構造
　たいていの場合、電極と電解質
に熱膨張率の違いがあるため、作
動温度下でセルが変形したり、破
損する問題がある。静止状態の室
温と作動温度との差に起因する電
解質と電極の熱膨張の差により、
電解質や電極の内部または両材料
の界面領域に変形やき裂が生じや
すい。よって、これらを防止する
セルおよびスタックの構造強度設
計が不可欠となる。
　さらに、セパレータとセル間
の結合の長時間安定性も課題とな
る。スタックは異種セラミックス
層状部材から構成される多層構造
体である。層内または層間のき裂
発生および進展を防いで、長時間
作動下での耐久性・信頼性が保証
されるセルおよびスタック構造設
計とその製造プロセス技術を確立
することは重要な課題である。
蘯低コスト製造プロセス
　現在、実証試験が行われている
高温型システムのコストが、他の
発電システムに比較して、競合で
きるレベルになる目処が立ったと
は判断できない。セルおよびスタ
ックの製造コストの低減には、高
価格な材料をできるだけ使用し
ないことや、製造プロセスを簡略
化したり、量産に向く製造方法が
必要となる。電解質および電極材
料がセラミックスであるが、セラ
ミックスに特有な製造プロセス方
法として、セラミックス原料粉体
とそれらのスラリーの準備、その
後の成形と焼結プロセスに関わる
様々な技術課題がある 35）。電解質
を薄膜にするためパルスレーザ蒸
着法などの気相法が実験室的には
用いられるが、将来の量産を想定
すると、テープキャスティング法
などの湿式プロセス法による膜形
成技術が望まれる。
図表７　SOFC構成材料に要求される主な特性
構成部 要求される特性
電解質
高イオン伝導性、長期高温性能安定性、緻密性、
長期信頼性（高強度、高耐久性）
燃料電極
広い反応の場（水生成）、電子およびイオンの豊富なパス、
適度な多孔性（水素、生成水のスムースな移動）、高温安定性
空気電極
広い反応の場（酸素吸着とイオン化）、電子およびイオンの豊富なパス、
適度な多孔性（酸素移動）、高温安定性
セパレータ 緻密性、電子伝導性、高温・化学安定性
セルスタック
シール性（電極間のガス遮断）、材料間での強い接着と熱膨張差の吸収、
部材間での低い反応性
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５‐１
電解質におけるイオン伝導
メカニズムの解明の必要性
　SOFCシステムの発電性能を長
期間維持するには、セル構成材料
の性能低下を支配するメカニズム
の究明が必要であり、電解質のナ
ノスケール領域にまで遡って、イ
オンや電子の伝導メカニズムの究
明が重要である。以下に、電解質
内のイオン伝導メカニズム、電解
質と電極の界面領域におけるイオ
ン伝導メカニズムの解明、それら
のナノスケール領域での挙動の解
析方法について述べる。
盧電解質内の
　イオン伝導メカニズムの解明
　多量の酸素欠陥を有する結晶構
造からなるYSZなどの固体酸化
物では、欠陥とイオンの位置の交
換により、高いイオン伝導が発生
する。多量の欠陥が生じても、安
定な結晶構造を維持することが
できる材料の一つにペロブスカイ
ト型酸化物注）がある 36）。この結
晶構造の場合は、酸素イオン伝導
度が高くなると格子中から酸素が
脱離しやすく、電子伝導が発現し
やすくなり、長時間の高温作動下
で性能低下や時効による劣化が問
題になる。しかし、これらの挙動
は経験的に知られていることであ
り、ナノスケールでの欠陥の複合
構造に起因するイオン伝導メカニ
ズムを、実験的検証をしながら、
追及すべきである。その結果、電
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解質のナノスケール構造を制御す
ることが可能となる。
　レーザー発光のスペクトル法で
YSZのイオン伝導のメカニズムを
解析した例を図表８秬に 37）、高温
中性子回折法によるLaGaO3 系化
合物のイオン伝導経路を解析した
例を図表８秡に示す 38）。図表８秬
は、YSZにおける酸素イオン（O2-）
伝導メカニズムを解明した例で
あり、O2- イオン空孔としての欠
陥をO2- イオンが占めることでイ
オンの伝導が生じることを表して
いる模式図である。図表８秡は、
LaGaO3系化合物におけるO2-イオ
ンは、安定位置O1と O2の間で
円弧状に連続的にかつ垂直方向に
幅広く分布し、O2- イオンがガリ
ウム、マグネシウムおよびコバル
トの化合物（Ga0.8Mg0.15Co0.05）の陽
イオンと結合を保ち、その周りを
回転して、結晶中を伝導する様子
を示している。なお、この高温中
性子回折法によるO2- イオン伝導
に関する解析結果は分子動力学法
によるシミュレーション結果と一
致している。
盪電解質と電極の界面領域における
　イオン伝導メカニズムの解明
　電解質自体のイオン伝導性と
共に、電解質と電極の界面領域に
おけるイオン伝導性も SOFCの
発電性能を左右する。最近、この
イオン伝導メカニズムの解析に関
する研究がされ始めたが、図表
９に電解質と空気電極の境界領域
でのイオン伝導メカニズムの模式
図を示す 39、40）。この図は、電解
質と電極の境界領域において、酸
素イオンおよび電子伝導、それら
の混合伝導経路やメカニズムがセ
ルとしての電圧‐電流特性にどの
ように影響を与えているかを解明
するためのモデルである。電解質
と電極の界面において、イオンと
電子の電気化学的挙動が明らかに
なれば、どのような電解質と電極
の界面領域のナノからミクロスケ
ール構造が好ましいかという研究
指針を得ることができる。DOE
の SECAプロジェクトでは、現
在精力的に、大学と国立研究機関
が連携して、電気化学的挙動と材
料構造の関連性に関する解析を進
めている 39、40）。電解質と電極の
界面領域における電気化学反応メ
カニズムを明らかにすることは、
SOFCの基盤的評価技術の強化に
も繋がる。
蘯電解質のナノスケール領域での
　イオン伝導挙動の解析方法
　これまでは材料の試作と評価
の繰り返しによって、電解質を含
むセル構成材料の研究開発がなさ
れてきたと言える。しかし、画期
的な特性を発現する材料の開発に
は、その発現メカニズムをナノス
ケール領域で解明することが、試
行錯誤的研究開発よりは、結果的
には近道になると考えられる。す
なわち、ナノ材料科学と言われる
様々な理論計算や実験検証によっ
て、材料特性を劇的に向上させる
ことが可能性となる例が増えつつ
ある。量子論を用いたシミュレー
ションによる原子・電子構造の解
明、理論計算と実験の融合による
指導原理の獲得、原子・電子構造
に基づく各種材料の横断的体系化
図表８　 YSZ および LaGaO3 系化合物における酸素イオン伝導メカニズムの
解析例
参考文献 37、38）を基に科学技術動向研究センターで再構成
注　ペロブスカイト型酸化物
ABO3 という金属元素A、Bと酸素の化合物で表される酸化物セラミックス。周期表
にあるほとんどの金属元素がそれらの構成元素となる。A、Bの組み合わせによって
様々な特性、例えば強誘電性、超伝導性、イオン伝導性を示す。
■用語説明■
図表９　 電解質と空気電極の境界領域におけるイオン伝導メカニズムに関する
模式図
参考文献 39、40）を基に科学技術動向研究センターで再構成
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がSOFCの電解質の研究開発にお
いても不可欠である。理論に基づ
くシミュレーション手法としては
第一原理計算、分子軌道法、分子
動力学法などあり、ナノスケール
構造を解明する実験手法としては
中性子回折法、レーザラマン分光
法、高分解能透過型電子顕微鏡観
察法、電子損失分光法などがある。
図表 10にナノスケール領域での
機能発現メカニズムを解明して新
規材料を創出する方法に関する模
式図を示す。
　今後は、実験とシミュレーション
の相互による材料機能の発現メカ
ニズムの解明と、それらに基づく理
論先行型の研究開発により新たな
電解質を見出すという研究の進め
方をとっていくことが望ましい。
５‐２
電解質の損傷・
劣化メカニズムの解明
　図表３秬のロードマップに示し
た、日本の中・高温型 SOFC の
研究開発における現状の問題とし
て、作動環境条件下における信頼
性向上に関わる技術については、
マクロスケールからナノスケール
領域までの電解質の損傷・劣化挙
動を支配しているメカニズムを究
明すべきである。システムの試作
と評価の繰り返しで研究開発目標
達成に期間を要するよりは、メカ
ニズムの解明に重点をかけて、最
終的にはシステムアップする手順
の方が全体の研究開発期間を短縮
することができる可能性が強いと
考えられる。その際、５‐１節で述
べた、ナノスケール領域での挙動
解析方法が有力なツールとなる。
　DOEの SECAコア技術プログ
ラムの中ではスタックの破壊挙
動解析が最優先テーマとなってお
り、セル構造上の破壊クライテリ
アに関して現在まで精力的に研究
開発が行われてきた 21）。電解質
と電極の境界領域における電気化
学反応の解明、セルおよびスタッ
クの破壊挙動の解析に重点が置か
れ、ナノスケール領域までの物質
の挙動やそのメカニズムの追求、
それらの基礎的解析手法の研究、
マクロスケールまでの破壊挙動の
シミュレーションおよび手法の開
発が進められている。
　SOFCは長寿命システムである
ことが前提になるが、中・高温
型システムでは長期間にわたる性
能安定性の実証試験が今後本格化
する状況にある。中温型システム
の開発が進展しつつあるが、高温
型システムに比べて経験は少ない
電解質が使用されているので、高
温型で蓄積した技術を基盤に、欠
陥の生成、それらのナノからマク
ロスケールまでの進展・拡大への
機械的メカニズムを明らかにする
研究開発が盛んになると予想され
る。電解質以外の材料も含めた劣
化機構の解明と寿命予測法確立な
どが不可欠である。
５‐３
電解質を含むセル構成材料の
低コスト製造プロセスの
開発と作動温度の低温化
　高温型 SOFCシステムのコス
トの低減には、安価な電解質とそ
の他のセルおよびスタック構成材
料の採用とそれらの製造プロセス
の見直しがある。そのために、作
動環境下での電解質とこの特性を
充分発揮させることができる電極
材料の電気化学挙動や特性発現
メカニズムと量産規模でのそれら
材料の微視・巨視的構造の関係を
把握する必要がある。この製造プ
ロセス技術には低コストなセラミ
ックス素材の選択、セラミックス
に特有な製造プロセスなどが含ま
れる。材料のプロセスを選定にお
いては、ドクターブレード法、ス
ピンコート法などのセラミックス
湿式プロセス法が低コストな電解
質を製作するプロセスと言える。
物理蒸着（PVD：Physical Vapor 
Deposition）法、化学蒸着（CVD：
Chemical Vapor Deposition）法、
パルスレーザ蒸着（PLD：Pulse 
Laser Deposition）法、コロイダル
スプレー蒸着法（CSD：Colloidal 
Spray Deposition）などの製膜方
法は、材料探索段階で膜形成には
効果的方法であるが、これらの方
法は実用セルおよびスタックの量
図表 10　ナノスケール領域での機能発現メカニズムの解明による新規材料創出方法
科学技術動向研究センターで作成
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産には不向きである。よって、単
なる小サイズのサンプルを得るこ
とに留まらず、大面積や大量生産
が可能な電解質膜作製方法を研究
初期段階から想定しておくことが
大切である。
　これまで、研究開発当初は
750℃～ 1,000℃で作動する高温型
のSOFCの研究開発が主流であっ
たが、上記の信頼性の確保、低コ
スト化や起動時間の短縮のため、
低温作動化が望まれている。図表
11 に低温作動 SOFCの必要理由
を、高信頼性化、低コスト化およ
び高性能化の観点から電化質をは
じめとしたセル構成材料との関係
において示す。低温作動化により、
断熱の容易さ、材料選択の自由度
が増して金属セパレータが使用で
き、セルおよびスタックのシール
が容易になるため、コストが低い
セルを作成できる。その結果、低
温型システム全体が、高温型に比
べて、コンパクトにすることが可
能となる。さらに、セル間の温度
差低減による高信頼性化が可能に
なり、かつ、電解質と電極の境界
領域における劣化を防ぐことによ
って反応面積を安定的に確保する
ことができるため長期間における
性能維持ができる 22、35、36、41、42）。
　一方、作動温度が低くなると、
電解質の抵抗の増大や電極での反
応が不活発になるため発電性能が
低下する。これは、化学エネルギ
ーから電気エネルギーに変換でき
る理論効率の最大値は温度低下と
共に増大するが、その一方で、電
解質の抵抗や電極境界領域での反
応抵抗が大きくなり、発電効率が
低下するためである。よって、低
温でも十分低い電気抵抗を示す電
解質の研究開発が必要となる。
５‐４
作動温度が低い
新規電解質の探索
　図表 12には、無機材料（セラ
ミックス）、有機材料などの各種
電解質を、イオンおよび電子伝導
性と作動温度の視点から模式的に
示す。高温作動での様々な課題が
顕在化して、数年前からはYSZ
に替わり、セリア（CeO2）系酸化
物（例えば、SDC：CexSm1-xOy）
や LaGaO3 系酸化物などを中心と
した中温作動用電解質の研究開発
が盛んになってきた。なお、この
LaGaO3 系酸化物は日本の大学で
開発された高酸素イオン伝導体で
ある 36）｡
　これらの酸化物をベースとし
た低温作動用電解質の研究開発が
最近活発化している。500℃以下
で酸素イオンの高伝導性を示す、
LSGM（LaxSr1-xGayMg1-yO3）などの
電解質の探索が一段と活発化して
いる43、44）。GDC（CexGd1-xO2）、ESB
（Bi2-xErxO3）、DWSB（Bi2-（x+y）DyxWyO3）
などの酸化物も低温で高イオン伝
導性を示す電解質として注目され
ており 45）、低温作動下において飛
躍的にイオン伝導が高い電解質が
見出される可能性もある 42）。しか
し、作動温度を下げても高温作動
並み以上の性能を有する新規電解
質は探索段階にあり、これらを用
いたシステム技術は萌芽段階にあ
るが、高温型システムが直面して
いる課題を一挙に解決するポテン
シャルを有している。よって、高
温型システムの市場導入への課題
を解決できにくい場合は、思い切
って、低温型システムの研究開発
へシフトすることも選択肢の一つ
である。この新規電解質の探索は、
最近著しい進歩があるナノスケー
ルレベルでの計算機シミュレーシ
図表 11　 低温作動 SOFC の必要理由と電化質をはじめとしたセル構成材料との
関係
科学技術動向研究センターで作成
図表 12　イオン伝導率および作動温度の関係における電解質の種類
BCY ：BaCexY1-xO3
SCY ：SrCe1-xYbxO3 -α                                                                          科学技術動向研究センターで作成
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ョンや実験手法を用いて、理論と
実験検証の両面から進めるべきで
ある。
　図表 13にそれぞれ、これまで
各種ジャーナル誌などに発表さ
れた主な低温作動用電解質である
SDC、GDC、LSGMなどにおいて、
それらの材料設計に必要な条件に
ついて一覧する。低温で酸素イオ
ン伝導特性を上げるために電解質
を薄膜化して低分極または低オー
ミック抵抗を実現することが効果
的になる。また、それらの薄膜を
どのようなプロセスで製作するか
が課題となる。
　現在、中温作動の電解質は定ま
りつつあるが、低温作動のものは
探索段階にある。それぞれの電解
質にどの電極材料が最適なのかを
見出すことも、高発電効率で高信
頼性を有するセルを開発するうえ
で重要な技術要素である。図表14
に、これまで研究開発されてきた
電解質に対する、電極材料、燃料
の種類、作動温度、セルからスタ
ック構造などとの関わりを示す。
酸素イオン伝導の電解質を用いた
場合、どこまで低温化が可能なの
かは、ひとえに作動温度下におけ
る電解質内の高イオン伝導性と、
この特性を充分発揮させる電極材
料の選択にかかっている。すなわ
ち、電解質における高イオン伝導
の他に、空気電極における容易な
酸素イオンの発生とその電解質へ
の伝導と、燃料電極境界領域内の
高効率なイオンの移動と水素との
化学反応性にもSOFCの発電性能
は影響を受ける。
がまだ解決されていないためであ
る。これらの問題を解決するため、
電解質をはじめ、セルまたはスタ
ックを構成する材料の改良または
新規の開発を、産学官機関がそれ
ぞれの得意とする分野で連携して
図表 13　低温作動用電解質の材料設計に必要な条件
材料設計に必要な条件
酸素イオン伝導体 水素イオン伝導体
SDC GDC LSGM BCY
イオン伝導性 ○ ○ ○ ◎
絶縁性 △
低酸素分圧下
△
低酸素分圧下
○ ○
化学安定性 ○ ○ △
Ni+SDC添加
―
化学安定性
（酸化・還元雰囲気）
△ △ ×
低酸素分圧下
△
Pr添加
ガス遮断性（無気孔） ○ ○ △～○
PLD法
○
CSD法
膜の均一性
（オーミック抵抗低減）
△ ○ △～○
PLD法
○
CSD法
熱膨張
（電極と同等）
○ ○ ○ ―
低コスト △ × ×～△ ○
科学技術動向研究センターで作成
図表 14　 電解質に対する電極材料、燃料、作動温度、セルおよびスタック構造な
どとの関わり
LSM ：LaxSr1-xMnO3
BSCF ：BaxSr1-xCoyFe1-yO3
SSC ：SmxSr1-xCoO3
LSCF ：La1-xSrxFeyCo1-yO3                                                                   科学技術動向研究センターで作成
6   日本のSOFCの研究開発における産学官連携の方向 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　高温型 SOFCのグローバルな
研究開発状況としては、システ
ムの実証試験が広範囲になされて
おり、市場導入時期が近づいてい
るようにも数年前から観測されて
いたが、現時点では、世界を見渡
しても市販されているシステムは
まだ存在しない。これは、システ
ムの信頼性の確保ができていない
ことや、競合技術に比べて対抗で
きるレベルまでの低コスト化が達
成されていないなど、様々な問題
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行うことが望まれる。
　「第３期科学技術基本計画」に
おけるナノテクノロジー・材料
領域では、革新技術によって、エ
ネルギー利用の大幅な高効率化を
達成することを目的にした革新的
FC材料を開発することが掲げら
れている 47）。基礎的段階にあり実
用化までに長期間を必要とし、社
会性が強くて環境保全に大きく関
わる研究開発に対しては、これま
でのプロジェクトの推進方法から
脱却した新たな産学官機関の連携
によるイノベーションを誘発する
研究開発の進め方が必要である。
発電特性の向上と長期間にわたる
性能維持や、様々な使用環境にお
いて信頼性を有する SOFCに仕
立てるには、電解質を中心とした
セル構成材料のナノスケール領域
での機能発現メカニズムを明らか
にすることが不可欠である。この
ような基礎・基盤技術重視の研究
開発を産学官機関の連携で実施し
て、革新的SOFCの創出を追及す
べきであり、その中で、大学・研
究開発独法における基礎研究の役
割は大きい。この期待に応えるた
めには、大学・研究開発独法での
基礎研究の更なる充実を図るべき
である。
　「経済成長戦略大綱」において
は、これまでのバラバラに進めら
れていた産学官機関の研究開発に
横串を通して事業化および市場展
開を図るべきであるとの提唱がさ
れており、イノベーション創出を
成功させるポイントとしては科学
への遡りなどによる発想の転換が
揚げられている 48）。その中で、研
究開発が閉塞状況に陥った場合
には、既存の研究開発の延長線上
での検討をいったん止めて、基礎
科学的原理に遡った研究開発によ
り、ブレークスルーを実現しすべ
きとしている。
　日本における今後の SOFCに
関わる国家プロジェクトでは、テ
ーマの選定以前の段階でも戦略検
討を充分に行い、目標値設定にお
いても世界トップを目指すべきで
あり、世界トップレベルの発電性
能の実現が可能となる研究開発に
注力すべきである。革新的システ
ムの開発においては、電解質を中
心としたセル構成材料の特性発現
メカニズムまで遡った究明と、そ
れらを支援する解析技術の研究
開発が極めて重要となる。この
中で革新的技術を創出するには、
大学・研究開発独法による材料
科学に基づく基礎研究成果として
の材料シーズ技術を企業などによ
るシステム側のニーズ技術開発へ
スムースに結び付けることが決め
手となる。
7   まとめ 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　FC システムの中で、なぜ
SOFCが注目されるのかを高効率
発電システム、応用が期待される
分野、国内外のSOFCの研究開発
の現状から紹介し、その発電シス
テムの現状での課題を電解質の視
点から述べ、今後の課題に対する
解決方策を考察した。
　現在、高温型SOFCの実証試験
が行われており、実用化に向けて
は発電性能の長期間維持、低コス
トおよび高信頼性を達成すること
が課題となっている。これらの課
題を解決するには、材料のナノス
ケール領域にまで遡ってセル構成
材料の性能低下のメカニズムを解
明することが必要であり、それら
を支援する解析技術の研究開発が
重要となっている。信頼性の確保
においても、構成材料の劣化機構
の実験的解明と共に、損傷・劣化
に関する計算機シミュレーション
手法を効果的に用いて、研究開発
を効率的に行うことが望まれる。
システムのコストの低減には、安
価なセルおよびスタック材料の採
用とそれらの製造プロセスの見直
しが必要である。さらに、電解質
を含むセル構成材料の電気化学挙
動や特性発現メカニズムの観点か
ら、試作段階のセル構成材料と量
産規模でのそれらの材料の微視的
および巨視的構造の関係を把握し
ておくべきである。
　一方、近年、高温で作動するイ
ットリア安定化ジルコニアなどに
替わって、低温（500℃～ 750℃
以下）において高い酸素イオン
伝導率を有するスカンジア安定化
ジルコニア、ランタンガレートな
どの電解質の研究開発が盛んにな
ってきた。これらの新規電解質や
SOFCシステムの研究開発は萌芽
段階にあるが、高温型システムが
直面している課題を一挙に解決す
るポテンシャルを有している。
　このような研究開発の状況に
あって、高温型システムの市場導
入への課題を解決できにくい場合
は、思い切って、低温型システム
の研究開発へシフトすることも選
択肢の一つである。この新規電解
質の探索は、最近著しい進歩があ
るナノスケールレベルでの計算機
シミュレーションや実験手法を用
いて、理論解析と実験検証の両面
から進めるべきである。さらに、
探索段階から、将来の実用システ
ムを想定した、セルおよびスタッ
クの製造プロセスに向く材料の研
究開発を実施することが大切であ
る。この新規電解質を用いるシス
テムでは、これまでのセルの試作
と発電特性の測定の繰り返しを
重点とする方法ではなく、材料
のナノ構造領域での特性発現挙
動を明らかにしながら研究開発
を実施することが望まれる。こ
の研究開発では、大学・研究開発
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独法による基礎研究を軸とした
産官学機関の連携と分担を効果
的に実施する運営方法に期待す
るところが多い。
参考文献
01）  河本洋、「エコシステムとしての
燃料電池とセラミックス」、日本
材料学会第 51期学術講演会講演
論文集、p.363（2003）
02）  渡辺隆夫、前田征児、「クリーン
コールテクノロジーにおける高
温型燃料電池の動向と展望」、科
学技術動向2006年 11月号
03）  本間琢也、「図解・燃料電池のす
べて」、工業調査会、（2003）
04）  NEDO「燃料電池・水素技術開
発部」資料：
  http://www.nedo.go.jp/nenryo/
index.html
05）  「燃料電池のすべて」、Newton 
2006 年 11月号、p. 30 ～ 63
06）  「燃料電池 2006」、日経 BP 社、
（2006）
07）  「特集：SOFCおよび関連技術の
開発状況」、燃料電池開発情報セ
ンター機関紙、（2006）
08）  「特集：SOFCの研究開発状況」、
燃料電池開発情報センター機関
紙、（2003）
09）  NEDO資料「溶融炭酸塩形燃料
電池発電技術開発」、（2000）
10）  「SOFC将来構想に関する提言」、
NEDO‐SOFC発電技術委員会：
  http://www.nedo.go.jp/iinkai/
gijutsu/gijutsu/sofc/teigen.pdf, 
（2004）
11）  嘉藤徹、「固体酸化物形燃料電池
の開発状況と将来動向」：
  http://unit.aist.go.jp/nano-ele/
event/20040120/4.pdf（2004）
12）  水崎純一郎、「SOFC開発の最近
の動向と基礎科学的話題」、水
素エネルギーシステム、Vol. 30、
No. 1、p.66 ～ 74（2005）
13）  “7th Annual SECA Workshop 
and Peer Review”：
  ht tp : //www.net l . doe .gov/
publications/proceedings/06/
seca/index.htm, DOE-NETL
14）  “Sixth Annual SECA Workshop”：
  ht tp : //www.net l . doe .gov/
publications/proceedings/05/SE
 CA_Workshop/SECAWorkshop
 05.html, DOE‐NETL
15）  “SECA Annual Workshop and 
Core Technology Program Peer 
Review Workshop”：
  ht tp : //www.net l . doe .gov/
publications/proceedings/04/
seca-wrkshp/seca-wrkshp04.html, 
DOE‐NETL
16）  “Fourth Annual SECA Meeting 
‐Seattle, WA”：
  ht tp : //www.net l . doe .gov/
publications/proceedings/03/
seca/seca03.html, DOE‐NETL
17）  “Third Annual Sol id State 
Energy Conversion Alliance 
（SECA）Workshop”：
  ht tp : //www.net l . doe .gov/
publications/proceedings/02/
SECA/seca02.html
18）  「2006燃料電池・水素技術開発ロ
ードマップ～今後取り組むべき
技術課題～（総論）」、NEDO燃
料電池・水素技術開発部：
  http://www.nedo.go.jp/nenryo/
gijutsu/souron.pdf（2006）
19）  「固体酸化物形燃料電池編」：
  http://www.nedo.go.jp/nenryo/
gijutsu/sofc.pdf（2006）
20）  W. A. Surdoval, “U.S. DOE Fossil 
Energy Fuel Cell Program”：
  http ://www.net l .doe .gov/ 
publications/proceedings/06/
seca/pdf/SurdovalSECA_091206_
 was.pdf（2006）
21）  NETL Home Page：
  ht tp : //www.net l . doe .gov/
technologies/coalpower/fuelcells/
seca/
22）  「燃料電池・水素技術委員会のま
とめ―今後取り組むべき技術開発
について―（平成16年６月リバ
イス版）」、NEDO技術開発機構
23）  新エネルギー技術開発プログラ
ム「固体酸化物形燃料電池シス
テム技術開発」基本計画（平成
18年度版）：
  http://www.nedo.go.jp/activities/
portal/gaiyou/p04004/h18kihon.pdf
（2006）
24）  「第 129 号　低コストで小型の家
庭用SOFC」、燃料電池開発情報
センターLatest News：
  http://www.fcdic.com/（2007）
25）  河本洋、「自動車におけるエネル
ギー機器へのセラミックス部材
の適用」、材料、Vol.50、No.5、
p.550（2001）
26）  河本洋、「自動車におけるエネル
ギーシステムと材料技術」、ポリ
マーフロンティア 21シリーズ 11
「自動車と高分子材料」、譖高分
子学会編、譁シーエムシー出版、
p.4（2002）
27）  福井武久、エネルギー学会誌、
78‐1、p. 27（1999）
28）  T. Hibino, et al., “One-chamber 
solid oxide fuel cell constructed 
from a YSZ electrolyte with a Ni 
anode and LSM cathode”，Solid 
State Ionics, 127 p.89‐98,（2000）
29）  T .  H ib ino ,  e t  a l . ,  “A Low-
Operating-Temperature Solid 
Oxide Fuel Cell in Hydrocarbon-
Air Mixtures”，Science, Vol.288, 
16 June 2000, p.2031‐2033,（2000）
30）  T. Hibino, et al., “Solid Oxide 
Fuel Cell with a Novel Geometry 
That Eliminates the Need for 
Preparing a Thin Electrolyte 
F i l m”，J o u r n a l  o f  T h e  
Electrochemical Society, 149 盪， 
pA195‐A200（2002）
31）  Z. Shao, et al., “A thermally 
self-sustained micro solid-oxide 
fuel-cell stack with high power 
density”，nature, Vol.435｜/9, 
P.759‐798（2005）
32）  日比野光宏、「Ba-In-O 系電解質
を用いた一室式燃料電池および
混合伝導体の開発」、FC EXPO 
2007 大学・国立研究所による
研究成果発表フォーラム資料、
（2007）
科 学 技 術 動 向　2007年 7月号
22
ナノテクノロジー・材料ユニット　リーダー
河本　　洋
科学技術動向研究センター
http://www.nistep.go.jp/index-j.html
蘋
工学博士、日本機械学会フェロー。トヨ
タ自動車㈱にて自動車部材の開発段階に
おける強度設計・評価を担当し、その後
譛ファインセラミックスセンターにて経
済産業省関連プロジェクト（ファインセラ
ミックスの研究開発など）に従事。専門は
構造部材の強度設計と信頼性評価技術。
執　筆　者
33）  S. Shaffer,“Development Update 
on Delphi’s Solid Oxide Fuel Cell 
Power System”：
  ht tp : //www.net l . doe .gov/
publications/proceedings/06/
seca/pdf/Shaffer.pdf
34）  K .  C .  W i n c ew i c z ,  e t  a l . ,
“Taxonomies of SOFC material 
and manufacturing alternatives”，
Journal of Power Sources, 140, 
p.280‐296（2005）
35）  H. Kawamoto, et al.,“Mechanical 
and Thermal Properties of 
Strontium-substitued Mixed 
Lanthanide Manganite for Solid 
Oxide Fuel Cells”，Pro. of 2000 
Fuel Seminar, p.546（2000）
36）  石原辰巳、「新しい高酸化物イ
オン伝導体 LaGaO3 系酸化物の
燃料電池への応用」、工業材料、
Vol.47、No.9、p.110 ～ 115（1999）
37）  「エネルギー機能材料の電子構造
と光学特性」：
  http://www.qep.energy.kyoto-
u.ac.jp/res2n/uji04-2scA4.pdf
38）  野村勝裕、「酸化物イオン伝導経
路の可視化―固体電解質のイオン
導電機構の解明に大きな一歩―」：
  http://www.aist.go.jp/aist_j/
aistinfo/aist_today/vol03_12/
p19.html（2003）
39）  J. R. Wilson, et al.,“Advanced 
Measurement and Modeling 
Tools for Improved SOFC 
Cathodes”：
  ht tp : //www.net l . doe .gov/
publications/proceedings/04/
seca-wrkshp/seca-wrkshp04.html
40）  S. B. Adler,“Separating Rate-
controlling Factors in Solid Oxide 
Fuel Cell Cathodes”：
  ht tp : //www.net l . doe .gov/
publications/proceedings/06/
seca/index.htm, DOE‐NETL
41）  稲垣淳、「低温作動SOFC高性能
セルの開発」、「図解・燃料電池
のすべて」、工業調査会、p.71 ～
73（2003）
42）  E. D. Wachsman, 2003 Fuel Cell 
Seminar 講演資料、（2003）
43）  J. Yan, et al., “High-Power SOFC 
Using LSGM/SDC Composite 
Film”，Electrochemical and 
Solid-State Letters，8眩，p.A389
‐A391（2005）
44）  J. Yan, et al., “Nanosize Effect 
on the Oxide Ionic Conductivity 
of Lanthanum Germanite Thin 
Films”，Electrochemical and 
Solid-State Letters, 8 眥，p.A607
‐A610（2005）
45）  E .  D .  Wachsman ,“Stab l e  
High Conductivity Bilayered 
E l e c t r o l y t e s  f o r  L o w -
Temperature Solid Oxide Fuel 
Cells ”，2003 Fuel Cell Annual 
Report, p.97 ～ 101（2003）
46）  H. Iwahara, et al., “Prospect 
of hydrogen technology using 
proton-conducting ceramics”，
Solid State Ionics, 168, p.299‐310 
（2004）
47）  「第３期科学技術基本計画・分野
別推進戦略―ナノテクノロジー・
材料分野―」、総合科学技術会議：
  http://www.Mext.go.jp/a_menu/
kagaku/kihon/06032816/001/
001.pdf（2006）
48）  「イノベーション創出の鍵とエコ
イノベーションの推進（中間報
告）」、産業構造審議会・産業技
術分科会、（2007）
Science & Technology Trends   July  2007 23
1   はじめに 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
科学技術動向研究
製造業の強さを支える
ものづくり計測の研究開発のあり方
塩谷　景一
推進分野ユニット
　我が国の経済成長の原動力を担
ってきた製造業においては、現場
の優秀な技術者や技能者が設計思
想を理解し、ものづくりの現場情
報を設計にフィードバックするこ
とで、高品質で信頼性を有する製
品を作り上げてきた１）。製品設計
から製造まで一体となった取り組
みの中で高度な技術が培われ継承
されてきたと言える。しかし、従
来から国際的に優位であった我
が国の製造業は、欧米だけでなく
様々な国との厳しい競争にさらさ
れつつある１～３）。その背景のひと
つとして、従来は単純労働力の供
給拠点と考えられていた国々の
製造業が着実に技術力を向上さ
せており、品質が高く付加価値の
ある製品を生産できる拠点に変
化しつつあることが挙げられる。
近い将来、我が国のものづくり技
術の優位性が揺らぐ可能性も否定
できない。
　このような状況から、我が国の
製造業の国際的優位性を維持し、
さらに高めるために、世界市場で
インパクトのある製品の創出、設
計・製造プロセスの革新、製品の
信頼性の更なる飛躍的な向上に取
り組まなければならない。そのた
めには、科学技術に裏づけされ
た形でものづくりを強化する必要
がある。ものづくり白書 2006 年
版では、「製造業のイノベーショ
ン創出拠点としての我が国の課題
と展望」として、上場企業およそ
300 社のアンケート結果が示され
ている。ここでは回答企業の半数
以上が、「技術開発における科学
的知見の必要性は年々高まってい
る」と答えている３）。また、第３
期科学技術基本計画４）の推進戦略
「ものづくり技術分野」の「もの
づくり」とは、“もの”の価値を
押し上げるような科学技術の発展
を目指す、「価値創造型ものづく
り」であるとされている１）。当分
野の推進戦略では、「科学に立脚
した日本型ものづくりの再構築」
が基本的な取組方針として示され
ている１）。
　科学に立脚したものづくりとい
う意味で、製品の性能や製造プロ
セスにおける様々な物理量をデジ
タル化し、データの分析結果を科
学技術で説明する、「ものづくり
計測」がその推進策として要の一
つとなる。「ものづくり計測」は、
製造における様々な現象解明に
関わる技術でもある。「ものづく
り計測」は、製品の機能・品質と
密接に関係しているため、その研
究開発は、計測技術を独立させる
形では進めることはできないもの
であり、設計技術および材料・加
工技術など製造プロセスを支える
様々な技術と複合して取り組まな
ければならない。つまり、「もの
づくり計測」は、単なるハイエン
ドな計測装置開発とは意味合いを
異にする５）。
　最先端の計測装置は資金があれ
ば誰でも導入が可能な時代になり
つつある。単純労働力の供給拠点
と考えられていた国々の中にも、
我が国のトップ企業が保有するも
のよりも最新鋭の計測装置や製造
設備を持つ工場が完成している。
しかし、設計・製造プロセス・計
測技術が複合した「ものづくり計
測」は、長年の技術蓄積の上に成
り立ち、かつ製品や現場に合わせ
た技術のため、資金のみでは容易
には導入できない。このような理
由から、「ものづくり計測」は今
後も日本の製造業の国際競争力の
強さを支える重要な位置を占めて
いくはずである。
　本稿では「ものづくり計測」の
位置づけを明確にし、研究開発に
どのように取り組んでいくべきな
のかを考える。
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２‐１
ものづくり計測の枠組み
　ものづくり計測は、以下に述べ
る３種類に分類される。図表１に、
本稿で述べる３種類のものづくり
計測の位置づけを、製造業の生産
段階に即して示す。図表中の運転
保全用計測は運転・使用段階で行
われるが、その計測結果も、現象
解明のためのものづくり計測にフ
ィードバックされることが多い。
窕 製品性能保証のためのものづくり
　計測
　このものづくり計測は、設計や
製造プロセスが確定した後に、①
仕様通りに製品がつくられたこと
の保証、②異なる工場の部品が使
えることの保証、等のために現場
のラインで行われる。計測装置は、
現場のラインで多数使われるため
低価格化が要求される。
窘設計と製造プロセスの
　改善のためのものづくり計測
　このものづくり計測は、設計や
製造プロセス開発段階において、
設計や製造プロセスを確定させる
ために行われる。特に、設計デー
タと現物データとの比較技術、お
よびインプロセス計測技術が注目
されている。計測装置は、比較的
高価格となり複数台導入される。
窖現象解明のためのものづくり
　計測
　このものづくり計測は、研究・
試験段階において、製造プロセ
スの現象を解明するために行われ
る。例えば溶接における接合機構
の例では、製造プロセスの現象解
明により、接合部の信頼性を保証
できる期間確定の精度が大きく上
がる。このような計測装置は、研
究室あるいは実験室に置かれ、一
般に極めて高価格であるため、単
独の企業や大学で所有することが
難しい場合もある。
　本稿では、これら窕窘窖を５～
７章に詳述する。
２‐２
ものづくり計測の進め方
盧製品の性能や製造プロセスに
　おける様々な物理量を
　デジタル化する
　まず、「ものづくり計測」では、
製品の基本性能を表す物理量を見
出すことが重要な課題となる。例
えば燃料電池を搭載した車や衝突
しても人には危害が及ばないよう
な車を開発するには、何を測らな
ければいけないのかを見出すこと
が、まず重要である５）。製品の性
能や製造プロセスにおける様々な
物理量は、ものづくり計測によっ
てデジタル化される。その結果、
関係者間でデジタル化されたデー
タの共有が行われ、データの分析
を行うことによる設計・製造プロ
セスの改善のための議論がしやす
くなる。
盪 技術の本質をよく理解したうえ
で計測を考える
　ものづくり計測は、設計・製造
プロセス・計測が複合された技術
であるため、計測を、設計・製造
プロセスから独立した技術と見な
すのは適切ではない。ものづくり
計測技術は、計測技術領域だけで
成り立っているのではない。従っ
て、設計・製造プロセスの種々な
技術の本質を良く理解したうえで
計測を考える必要がある。例えば、
計測装置の技術マップを作成する
場合、横軸に計測精度をとり、縦
軸に計測範囲をとったグラフを示
し、計測装置の開発領域を明確に
することがある。ものづくり計測
のための技術マップとしては、こ
れらの軸を使うことで開発領域を
表すだけでは十分とは言えない。
このような単純な軸ではなく、例
えば製品性能や製品コストなどを
軸にとるようなものづくり計測の
マップを考えることが必要であ
る５、６）。また、ものづくり計測と
はこのような領域にあるため、新
たな計測装置の開発が必要でない
場合もありうる。
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図表１　製造業の生産段階に即したものづくり計測の枠組み
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蘯計測結果の不確かさを考慮する
　計測結果は、国際的には常に
不確かさを伴う。例えば、異な
る国で測った 1cmが同じ 1cmと
いう量であるかは「不確か」であ
る。国によっては、まだ計測装置
の 1cmの確からしさが精度高く
保証できていないところもある。
ものづくり計測では、日本の工場
と外国の工場において同じような
基準で形状や寸法が測れるという
ことを保証する必要がある。これ
が計測のトレーサビリティであ
る５、７）。
盻戦略的に品質を創りこむ
　製造業は、製品への品質の創
りこみを戦略的に進めている。例
えば、この戦略を具体化したも
のとして、TQM（Total Quality 
Management）と品質工学が知ら
れている。TQMは、企業の全組
織を効果的・効率的に運営し、顧
客の満足する品質を兼ね備えた品
物やサービスを適時に適切な価格
で提供することを目指した体系的
活動である８）。品質工学は、①最
初に設計段階において実験と統計
的手法を用いて製品品質や製造プ
ロセスに影響のあるパラメータを
見出し、②次に、パラメータの数
値を変えることにより製造される
製品性能のバラツキを少なくし、
③最後にパラメータの数値を変え
ることで製品性能を目標性能に近
づける、という工学である９）。
３‐１
ものづくり技術分野
　図表２に、ものづくり技術分野
における戦略重点科学技術と重要
な研究開発課題の体系を示す１）。
この中で、ものづくり計測と関係
の深い戦略重点科学技術（分野内
総数２のうち１技術）および重要
な研究開発課題（分野内総数10の
うち２課題）を以下に説明する。
盧戦略重点科学技術
　戦略重点科学技術のひとつとし
て、「日本型ものづくり技術をさ
らに進化させる、科学に立脚した
ものづくり『可視化』技術」が取
り挙げられている。この技術の研
究開発では、ものづくりを「可視
化」し、ものづくりプロセスで発
生する現象や問題を科学的に解明
し共有化することで、問題の解決
を早め、プロセスイノベーション
の創出を加速することを目指して
いる１）。戦略重点科学技術として
選定された背景として、現在は、
科学に立脚した新しい知識をもの
づくり技術に駆使しなければなら
ない時期であると捉えられている
ことが挙げられる。
盪盧の中で特に重要と考えられる
　研究開発課題
① 「ものづくりのニーズに応える
新しい計測分析技術・機器開発、
精密加工技術」
　この課題は、次世代ものづくり
イノベーションを支える基盤技術
の高度化、高精度化や、人が協調
するものづくり環境の実現、施設
や巨大な機械システムの安全性確
保などに資する技術の「可視化」
を目指している。具体的には、計
測分析技術・機器開発、精密加工
技術、センシング、モニタリング
技術の開発および高度化のための
技術開発を進めることとされてい
る１）。
② 重要な研究開発課題
　「巨大な機械システム構築に
 貢献するものづくり技術」
　この課題は、航空機、ジェット
エンジン、ロケット、人工衛星、
原子力発電所等の巨大な機械シス
テムを製造、構築していくために、
計測、設計、材料、加工、シミュ
図表２　ものづくり技術分野の戦略重点科学技術と重要な研究課題の体系
１．状況認識
３．戦略重点科学技術盧
日本型ものづくり技術をさらに進化させる、科学に立脚したものづくり「可視化」技術
２．重要な研究開発課題
共通基盤的なものづくり
技術（領域）の推進
盧 IT を駆使したものづくり基盤技術の強化
盪 ものづくりニーズに応える新しい計測分析技術・機器開発、
精密加工技術
蘯中小企業のものづくり基盤技術の高度化
盻巨大な機械システム構築に貢献するものづくり技術
３．戦略重点科学技術盪
資源・環境・人口制約を克服し、日本のフラッグシップとなる、ものづくりのプロセスイ
ノベーション
２．重要な研究開発課題
革新的・飛躍的発展が
見込まれるものづくり
技術（領域）の推進
眈 世界をリードする高付加価値材料を生み出すものづくり技術
眇 人口減少社会に適応する、ロボット等を使ったものづくりの
革新
眄バイオテクノロジーを活用したものづくりの革新
眩ものづくりプロセスの省エネルギー化
眤資源を有効利用し、環境に配慮したものづくり技術
２．重要な研究開発課題
人材育成・活用と
技能継承・深化
眞ものづくり人材の育成強化と活躍促進
3   第3期科学技術基本計画の中でのものづくり計測の扱われ方 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
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レーション、モニタリングなどの
あらゆる要素技術をインテグレー
トした国際競争力のある総合技術
を開発、蓄積することを目指して
いる１）。
３‐２
ナノテクノロジー・
材料分野
　第３期科学技術基本計画の推進
戦略「ナノテクノロジー・材料分
野」10）でも、ものづくり計測技術
に関係する戦略重点科学技術（分
野内総数 10のうち１技術）と重
要な研究課題（分野内総数 29の
うち２課題）が選定されている。
以下にその内容を示す。
盧戦略重点科学技術
　戦略重点科学技術のひとつと
して「ナノ領域最先端計測・加
工技術」が挙げられており、形
状や構造の観測だけでなく、ナ
ノメートルスケールの分解能を
持つ分析・物性計測技術の開発
や、加工技術の飛躍的な向上や計
測との一体化を目指している 10）。
選定の背景としては、ナノテク
ノロジー・材料分野のみならず、
最先端の計測・分析技術や加工
技術がライフサイエンス、情報
通信などの最先端科学技術、環
境計測、医療現場の技術進歩を
可能にし、ものづくりをはじめ
とする産業の国際競争力を産み
出すために重要な役割を果たす
ことが挙げられている。
盪重要な研究開発課題
①「革新的ナノ計測・加工技術」
　この課題では、新しい原理に基
づく計測・加工技術の開発により、
ナノテクノロジー・材料分野にお
ける新現象の発見・機能の発現な
ど研究レベルの向上と、新しい計
測・加工・分析機器開発による産
業領域の拡大と国際的な競争力強
化を目指している。
②「量子ビーム高度利用計測・
 加工・創製技術」
 この課題では、日本において高
度な技術蓄積がある、電子・イオ
ンビーム、Ｘ線、中性子線の技術
を、更に発展させることにより、
物質・生態における新しい現象の
発見・原理の解明に貢献するとと
もに、産業分野の高度化・競争力
強化に向けて、高度な利用を可能
とすることを目指している。
4   科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査の中での蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆 ものづくり計測の扱われ方
　「科学技術の中長期発展に係る
俯瞰的予測調査」では、第３期
科学技術基本計画の重点化の検討
に際して有用な情報を提供するこ
とを目的に４つの調査が実施され
た11）。その中で、「デルファイ調査」
と「注目科学領域の発展シナリオ
調査」において、ものづくり計測
が取り上げられている。「デルフ
ァイ調査」の製造分野 12）では、「オ
ングストロームまでの長さ、変位、
表面粗さの測定やフェムト秒まで
の計測が、製造工程で実用的に使
える技術」を「ナノ加工・微細加
工技術」領域の課題として取り上
げている。また、「デルファイ調
査」のナノテクノロジー・材料分
野 13）では、「ナノ計測・分析技術」
領域の将来展望の中で、ナノ計測
はナノ加工、ナノ創成などナノテ
クノロジー分野の基盤と捉えてい
る。また、ナノ計測とナノ加工は
表裏一体の関係であると述べられ
ている。「注目科学領域の発展シ
ナリオ調査」では発展シナリオに
「計測技術」を取り上げ、化学に
おける計測技術は多くの技術が複
合したシステム化された技術であ
り、それを支える技術は多分野に
わたっているとの捉え方が示され
ており、このことは化学だけでは
なく他の科学技術領域でも言える
と論じられている 14）。
5   製品性能保証のためのものづくり計測蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
５‐１
仕様通りに製品がつくられた
ことを保証するための課題
盧計測要件の抽出と計測結果の解釈
　仕様通りに製品がつくられたこ
とを保証するためには、まず、何
を、どのタイミングで、どのよう
に測るか等を、設計仕様から導き
出す技術および計測結果の解釈が
必要である。図表３に鉄鋼製品を
製造する場合に必要な計測対象例
を示す。設計で決められた鋼の仕
様から計測要件を導き出すことが
不可欠である。例えば、どのタイ
ミングで温度を測るか、何度であ
れば良いかを長年の技術開発に基
いて計測要件として決め、計測結
果を解釈することが高品質の鋼を
造る要となる。
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盪計測方法の選定
　図表４に示すように、単純に穴
の直径を測る場合でも、一部を３
点で測る場合より均等に３点で測
った場合の方が計測精度は高い。
また、形状は幾何公差を持つため
（図表４）、測る場所によって得ら
れる計測精度は異なる。このよ
うに、精度高く計測するために
は、目的に合った計測方法を決
めなければならない。三次元計
測装置を用いて複雑な三次元形
状を測る場合では、三次元計測装
置の計測ピンと面が角度を持つの
で、面と接触する計測ピン先端の
位置は計測場所で変わるため、精
度高く面形状を測定できる計測方
法を見出すことが必要となる。高
性能の三次元計測装置を導入すれ
ばただちに精度高く計測を行える
わけではない。
蘯誤差の分離と補正
蘆 計測結果の温度による影響の補正
　工作機械や様々な製造設備を使
用する場合に仕様上の基準として
設定されている温度は、原則とし
て 20℃である。設計でも、同様
に20℃を基準に図面を書いている
と考えて良い。しかし、現場の製
造ラインでは 40℃になる場合も
あるため、計測結果に対して温度
に関する補正が必要である。最近
ではナノスケールの高精度が要求
される部品において伸縮率の異な
る種々な材料が使われることが多
く、計測結果の温度による影響を
補正する技術は、従来に比べて一
層重要になっている。
蘆計測装置の補正
　計測装置の中には、メカニカ
ルに複雑に動く機構あるいは複数
の光センサを使って計測するもの
がある。これらを構成する部品の
相互の取り付け位置は、時間の経
過によりわずかではあるが変化す
る。このような計測装置は、その
補正のために計測前にキャリブレ
ーションを行う必要がある。キャ
リブレーションでは、アーティフ
ァクトと呼ばれる計測装置が補正
のためのツールとして使われる場
合が多い５）。
蘆種々の誤差を分離する技術
　計測結果のデータには、計測対
象物の誤差以外に、計測装置の誤
差、計測ガイドの誤差などが混在
している。そのため、計測対象物
の誤差は、計測結果から分離する
必要がある（図表４）。誤差を分離
する技術には、誤差の数学モデル
に基づいて、アルゴリズム的に行
う方法がある５、17）。この研究開発は、
応用数学を駆使して進められてい
る 17）。一見簡単とも考えられる円
の計測においても、誤差の分離な
しに計測装置を開発できない。
５‐２
国際分業の中で製品の
品質を保証するための課題
　国際分業が進み、製造拠点が世
界的に分散する中で、異なる工場
図表３　製品性能保証のためのものづくり計測 ̶鉄鋼製品製造の例̶
参考文献 15、16）などを参考に科学技術動向研究センターで作成
図表４　製造ラインでの課題例
参考文献 17）などを参考に科学技術動向研究センターで作成
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の部品を使って製品の品質を保証
するためには、計測標準の国際的
な整合性を確保する必要がある。
ものづくり計測技術において、我
が国の国際標準化への取り組み
は重要である。内閣に設置されて
いる知的財産戦略本部は、「国際
標準総合戦略」を 2006 年 12月打
ち出し、我が国も国際標準化への
戦略的対応が必要との見解を示し
ている 19）。国際標準化では、今
後、国際分業において製造拠点が
増加するアジア諸国との健全な競
争と協調の観点が重要で、その中
で我が国が国際標準化でイニシア
ティブを発揮できることが望まれ
る１、４）。以下において、国際分業
の中で製品の品質を保証するため
の課題を挙げる。
盧国際的なトレーサビリティの
　確立
　測定結果の絶対的な正しさを保
証するためには、長さなどの物理
量に対し、トレーサビリティが確
立されている必要がある。
　例えば、直径と軸穴が20mmで
ある回転軸と軸受けが別の国で製
造される場合、20mmを測る計測
装置を補正する方法が双方の国で
合致していなければならない。回
転軸と軸受け軸穴が、寸法誤差許
容範囲を超えて真の20mmから大
きくずれれば、回転軸が軸穴に入
らないか、入ってもガタが大きい
などの不具合が生じ、このような
回転軸や軸受けは製品の部品とし
て使えない。現実には、日本の製
造業が進出している国々において
は、トレーサビリティの取り組み
は十分とは言えない５、７）。
盪国際的な部品の記述方法の確立
　国をまたがった部品の調達に
おいて、国ごとに部品の記述方
法が異なると、設計意図と違う部
品が造られる可能性がある。部品
の寸法、形状、表面性状の数学的
記述に関して基準づくりが重要で
ある。ISO（国際標準化機構）の
標準化に、部品の記述方法を盛
り込むことも必要である。ISOの
TC213（製品の幾何特性仕様）技
術委員会では、部品の機能と直結
する、部品の寸法、形状、面性状
を数学的に正確に記述するための
規格体系の整備を進めている５）。
6   設計と製造プロセスの改善のためのものづくり計測 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　計測対象の選定は、主に設計デ
ータに基づき、どこを測れば設計
や製造プロセスの改善に有用な計
測結果が得られるかを分析するこ
とによって決められる。設計を知
らずに適当に測っても役に立つ有
用な結果は得られない。このよう
に、設計と製造プロセスの改善の
ためのものづくり計測は、設計・
製造プロセス・計測が一体化して
行われている。図表５に自動車の
ドア閉じ計測の例を示す。
　設計と製造プロセスの改善のた
めのものづくり計測では、設計デ
ータと現物データとの比較技術お
よびインプロセス計測が注目され
ている。以下にこれらの技術を説
明する。
盧設計データと現物データとの
　比較技術
　この技術では、例えば、設計
のデータと試作品および製造プ
ロセスの途中段階でのワーク（完
成に至る途中の組立品あるいは加
工物）を計測して得られたデータ
を比較する。比較の結果、２つの
データ間に違いがあればその違い
を生じた原因を見出し、原因を取
り除くための設計と製造プロセス
の改善を行う。この技術では、面
や立体の計測が可能であり、点の
計測と比べると得られる情報が多
く、この情報を活用した様々な分
析が可能となっている。図表６に、
レーザ計測装置を用いて計測され
た試作品の３次元形状データと、
CADを用いて設計段階で作成さ
れた３次元形状データを比較し、
２つのデータ間の違いを生じた原
因を見出す検討の例を示す。
盪インプロセス計測技術
　インプロセス計測とは、例えば
加工機械を用いて部品を削りだす
図表５　設計と製造プロセスの改善のためのものづくり計測
 ̶自動車のドア閉じ計測の例̶
参考文献 18）などを参考に科学技術動向研究センターで作成
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場合、加工を行いながら削りださ
れつつある部品を計測するもので
ある。削りだされる途中の未完成
部品はワークと呼ばれる。インプ
ロセス計測が必要な理由は、機械
からワークを外して計測した場合
に起こるゲージのずれ、あるいは、
ワークの取り付け位置がずれるこ
とを避けるためである。インプロ
セス計測では、機械を動かしなが
ら計測を行うので計測装置は、計
測の妨げとなる加工工具など動き
のある機械の構成部分や機械の振
動などの影響をできる限り小さく
できる仕様を満たす必要がある。
図表６に、加工ラインにおける、
製造プロセス分析のためのインプ
ロセス計測の例を示す。
ッチ内に、移動熱源で溶接を行う
実験系を形成して研究開発が行わ
れた（図表７）。この研究により、
溶接中の金属組織変化のミクロ現
象の中で、従来はよく分からなか
った金属組織内のδ相の観察に成
功している。金属組織変化のミク
ロ現象を計測し、接合機構の解明
が進めば、製品性能を満たす設計
仕様を厳密にできる。この結果、
安全率を必要以上に高くすること
なく、接合部の信頼性を保証でき
る期間を精度よく確定できる。
　一方、米国のローレンス・リバ
モア国立研究所においても物理学
者らによる同様な研究がなされて
図表６　設計データと現物データの比較およびインプロセス計測の例
参考文献５）に基づき、６、７）などを参考に科学技術動向研究センターで作成
7   現象解明のためのものづくり計測 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　製造プロセスで起こる種々の
現象を、その機構から解明するた
めにもものづくり計測が必要であ
る。ここでは、物性物理学・材料
組織学などの基礎科学を駆使し、
計測の条件を決め、そのための装
置を作成し、測定を行い、モデル
を立て、メカニズムを解明してい
くというスタイルでの研究開発が
必要である。研究事例として、図
表７に我が国の第３世代大型放射
光施設SPring‐８を用いて行われ
た、溶接中の接合機構解明の研究
内容を示す 20、21）。
　溶接研究者の間では、接合機構
の解明のためには実際の溶接と同
じ移動熱源を使って、接合部にお
ける金属組織変化のミクロ現象を
0.05 秒という時間分解能で時系列
に計測することが必要であると言
われている。この分解能の条件は、
金属組織学および接合科学の理論
に基づいて導き出されたものであ
る。この条件を満たす実験を行う
ために、0.05 秒の時間分解能を持
つX線検出器および SPring‐８
の高輝度ビームラインの実験ハ
図表７　現象解明のためのものづくり計測 ̶溶接機構解明の例̶
参考文献 21）に基づき、20、23）などを参考に科学技術動向研究センターで作成
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いる 22）。この研究では、金属の相
変体を解析する手法を開発した成
果が評価されている。しかし、実
際の溶接で用いられる移動熱源で
はなく、静止熱源で計測する実験
装置が用いられた。静止熱源の金
属組成変化の現象は実際と異なる
ので、この研究成果は溶接による
接合のものづくりの現象解明の観
点から見れば有効性はそれほど高
くはないと考えられる。実験装置
は静止熱源より移動熱源の場合の
方が実現は難しい。このように、
現象解明のためのものづくり計測
の研究開発は、ものづくり現象の
実験的研究が基盤となっている。
8   ものづくり計測を進めるうえで重要となる視点 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　現在、日本の企業は激しい国際
競争の中で国際的優位性を高める
努力を日々行っており、科学的根
拠に基づいたものづくり計測は、
日本の製造業の国際競争力の強さ
を維持していくうえで、今後ます
ます重要な位置を占めていくだろ
うと考えられる。ものづくり計測
を考えていくうえで、重要なポイ
ントを以下にまとめる。
盧研究開発において、設計・製造
　プロセス・計測を複合技術と
　して取り扱うことが不可欠である
　本稿で述べた３種類のものづく
り計測に対応して、上記取り組み
策をまとめると以下のようになる。
窕製品性能保証のためのものづくり
　計測
　製品性能保証のためのものづく
り計測では、どこを、どのように
計測し、どのようなデータを取る
か等の計測要件の確定が重要であ
り、これは設計仕様から導き出さ
れるものである。また、計測結果
の分析は、設計・製造プロセス技
術に基づいて行われる。さらに、
計測結果の温度による影響の補
正、計測装置の補正、種々の誤差
を分離する技術も必要である。
窘設計と製造プロセスの改善の
　ためのものづくり計測
　設計と製造プロセス改善のため
には、設計データと計測データの
比較を行い、そこで見出される形
状差異の分析がポイントになる。
加工ラインにおいて行われるイン
プロセスの計測では、機械を動か
しながら計測を行うので、計測装
置は、計測の妨げとなる加工工具
など動きのある機械の構成部分や
機械の振動などの影響をできる限
り小さくできる仕様を満たす必要
がある。設計・製造プロセス・計
測が一体となることによって、設
計と製造プロセスの改善のための
ものづくり計測が実現できる。
窖現象解明のためのものづくり
　計測
　製造プロセスの現象をその機構
に基づき解明するためにも、もの
づくり計測が必要である。ここで
は、物性物理学・材料組織学など
の基礎科学を駆使し、計測の条件
を決め、機構解明の研究開発を進
めることが必要である。
盪国としての事業としては、
　「ものづくり計測」の課題全体を
　俯瞰したうえで議論をすべきである
　計測に関する国の競争的資金と
して規模の大きなものは、文部科
学省の制度「先端計測分析技術・
機器開発事業」がある（配分主体
はC科学技術振興機構）24）。総合
科学技術会議事務局が平成 18年
に示した、「政策課題対応型研究
開発の８分野別予算集計方法」で
は、当該事業はすべてものづくり
分野に集約されている。
　この制度は、独創的な研究活動
を支える世界初・世界最高水準の
計測分析技術・機器の開発を推進
することを目的とし、以下の二つ
の事業が展開されている。
Ⅰ .  先端計測分析機器開発事業
 （機器開発プログラム）
要素技術開発から応用開発、プ
ロトタイプによる実証までを一貫
して実施することによって、我が
国が最先端の研究ニーズに応え
られるような計測分析・機器お
よびその周辺システムの開発
Ⅱ .  先端計測分析技術・手法開発
事業（要素技術プログラム）
計測分析機器の性能を飛躍的に
向上させることが期待される新
規性のある独創的な要素技術の
開発
　この事業は、平成18年度までは、
主に研究現場で使われる機器に関
する開発領域（一般領域）のみの
開発課題の公募であった。平成19
年度より、研究現場のみならず応
用現場（ものづくり現場）での将
来の活用が想定される機器に関す
る開発領域（応用領域）について
も、新たに開発課題として公募に
追加された。本事業は、開発終了
時には計測分析技術・機器の具体
的な成果が強く求められることか
ら、「基礎研究」にとどまらず「開
発」を目的とするものである。世
界初・世界最高水準の計測分析技
術・機器が開発されれば、独創的
な研究活動を支える事業となる。
科学的裏づけに基づいた製造プロ
セスの現象解明によるものづくり
にも有用な成果が出ることが期待
できる。上記の先端計測分析技術・
機器開発事業の枠組は、上述の盧
で示した、設計・製造プロセス・
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計測の複合技術であるものづくり
計測のうち、窖の現象解明に寄与
すると考えられる。
　しかし、言うまでもなく、こ
れらの取り組みだけでは上述の設
計・製造プロセス・計測全体を複
合するものづくり計測の全体の研
究領域を包括することはできない
だろう。ものづくり技術分野で選
定された戦略重点科学技術「日本
型ものづくり技術をさらに進化さ
せる、科学に立脚したものづくり
『可視化』技術」を実現するため
には、ものづくり計測全体の研究
開発領域へ寄与する別の施策も必
要である。また、将来的にそのよ
うな事業において新たな計測装置
の開発を進めて行こうとする場合
には、最初に、ものづくり計測の
課題全体を俯瞰し、新たな計測装
置への要求仕様を明確にするフェ
ーズを設置し、その結果、見出さ
れた要求仕様に基づいて計測装置
の研究開発を進める必要があると
考えられる。
蘯産学官は、計測における
　国際標準化および
　トレーサビリティの確立へ向けた
　取り組みの強化が必要である
　製造拠点の世界的な分散の中で
品質を保証するためには、計測標
準の国際的な整合性を確保する国
際トレーサビリティを支える技術
が必要である。標準化活動は、大
学関係者による ISO標準化活動、
公的研究機関による計測標準、グ
ローバル企業による社内工務基準
など、個別に取り組まれている。
しかし、今後、国際的な立場を強
化するためには、産学官の連携を
強化した標準化への取り組みが必
要になると考えられる。アジア諸
国との健全な競争と協調の観点か
らも、今後は一層進むであろう国
際分業を可能にするために、我が
国の計測領域における国際標準化
推進のイニシアティブが望まれる。
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連　載
                                                         分野 5：闊達たる人生―職業選択、子育て、シニアライフの多様化―
                                                     分野 6：地球規模の環境問題の克服と世界との共生
                                                                            蜷参考：NISTEP　REPORT　No.101
http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep101j/idx101j.html
科学技術政策研究所は、「イノベーション25」の検討に資するため、「科学技術の中長期発展に係
る俯瞰的予測調査」の結果を基に、2025年までに日本が目指すべき社会の姿の検討を行った（全
体概要は、5月号を参照）。今号では、検討した6分野のうち標記2分野の概要を紹介する。
2025年に目指すべき
社会の姿
「科学技術の俯瞰的予測調査」に基づく検討
1   分野5「闊達たる人生 ̶職業選択、子育て、シニアライフの多様化̶」の概要 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
１‐１
分野の議論の背景
　人口減少や国際化が進む中で、
子育て者やシニア、障害者、海外
人材などを含むあらゆる人々が活
き活き働ける生活が望まれるが、
現状は必ずしもその実現は容易で
はない。下記に、分野議論の背景
となった主な現状認識を示す。分
野議論では、国民生活白書など
の各種調査結果も参考にした（取
り上げた各種調査結果は報告書
P.150～ 154参照）。
蘆職業選択
藺 ファーストライフからセカン
ドライフに移るタイミングを
自分で選択できるシステムが
不十分。
藺 キャリアアップを図るための再
チャレンジシステムが不十分。
藺 文化や遊び、教育などのソフ
トウェアを扱う知識産業的職
業の拡充がさらに必要。
藺 海外人材と共働するための仕
事環境の整備が不十分。
藺 働く場を地方にシフトするた
めの就業環境が整備されてい
ない。
蘆子育てライフ
藺 ライフコースの連続性や継続
性に欠けており、とくに子育
て者において、それが際立っ
ている。
藺 子育てやシニアの生活に関す
る個人力の差が大きく、それ
を解決するシステムが不足し
ている。
藺 安全に出産可能な医療体制が
不十分。
藺 地域コミュニティで子どもの
安全確保や文化の醸成を図る
取り組みが必要。
蘆シニアライフ
藺 仕事は辞めたが、元気に人生
を生きることを望むシニアの
経験や知識を交換・流通させ
るシステムが不十分。
藺 中古住宅市場が充実化してい
ないため、シニアライフに適
した住居への転居が困難。
藺 知力や記憶力の衰えを補完す
るシステム（例：安全に運転
可能な車、位置確認システム）
が未整備。
藺 介護を受ける側の自立性を高
められるシステムが不十分。
　これらの現状認識を踏まえて、
イノベーション 25戦略会議によ
って示されたポイント３点、①生
活者の視点からの新しい豊かさの
実現、②大きなアジア、そして世
界との共生による成長、③志の高
い、創造性の高いチャレンジする
人が輩出され活躍する社会、を念
頭におき、闊達たる人生を送るた
めの2025年の将来像を検討した。
１‐２
分野のまとめ
盧2025年の生活像検討
　「職業選択」、「子育てライフ」、
「シニアライフ」をフレームとし
て、多様な生き方・働き方の中か
ら、各人が自分にあったスタイル
を選択できる 2025 年の豊かな将
来像を描いた。これらのフレーム
の内容の具体化では、家事、趣味・
娯楽・文化、学習・教育、安全、
介護、移動、コミュニケーション、
地域活動の観点から、2025年の生
活像を検討した。2025年の生活像
を描くために、ライフステージを
示した時間軸（図表１）および生
活空間を示した空間軸（図表２）
を設定し検討を進めた。
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2025年に目指すべき社会の姿　「科学技術の俯瞰的予測調査」に基づく検討
図表１　時間軸（ライフステージ）
d.学習支援（対子ども・保護者）
d.教育支援（対子ども）
学習支援（対保護者）
e.就労支援（対子ども・保護者） b.買物支援・バンキング支援
a.家事支援
c.趣味・娯楽
b.買物支援・バンキング支援
a.家事支援
c.趣味・娯楽
c.趣味・娯楽（休息） e.就労（人材流動）支援
b.買物支援・バンキング支援
a.家事支援
c.趣味・娯楽
c.趣味・娯楽
i.移動支援（対家族）
b.買物支援・バンキング支援
a.家事支援
c.趣味・娯楽
i.移動支援（対家族）
b.買物支援・バンキング支援
a.家事支援
b.買物支援・バンキング支援
a.家事支援
c.趣味・娯楽
i.移動支援（対家族）
j.コミュニケーション支援
j.コミュニケーション支援
h.介護・リハビリ支援
j.コミュニケーション支援
l. 地域活動支援
l. 地域活動支援
l. 地域活動支援
l. 地域活動支援
g.安全確保支援（対子ども）
g.安全確保支援（対シニア）
g.安全確保支援（対子ども）
e.就労支援（対保護者）
e.就労〈地域活動含む〉
 支援（対シニア）
e.就労支援（対保護者）
e.就労支援（対保護者）
f.医療支援（対妊婦）
k.育児支援
k.育児支援
d.教育支援（対子ども）
学習支援（対保護者）
d.教育支援（対子ども）
学習支援（対保護者）
j.コミュニケーション支援
j.コミュニケーション支援
j.コミュニケーション支援
j.コミュニケーション支援
l. 地域活動支援
l. 地域活動支援
l. 地域活動支援
d.学習支援（対保護者）
d.学習支援（対シニア）
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盪2025年の職業選択
　子育て者やシニア、障害者など
を含むあらゆる人々のライフステ
ージに応じた職業選択が可能とな
る。様々な人々との間での共働が
行われている。
　人口減少や国際化が進むなか
で、2025年は、子育て者やシニア、
障害者、海外人材などを含むあら
ゆる人々が、活き活きと働ける生
活が実現されている。その背景と
して、就業形態の多様化や企業年
金のポータブル化などによる転職
の自由度の向上が実現しているこ
とが挙げられる。生涯教育システ
ムの高度化によるキャリア形成が
実現されており、それぞれのライ
フステージに応じた職業選択が可
能となっている。また、バリヤフ
リー・ユニバーサルデザイン化や
職住接近の実現、自動翻訳などに
より、障害者やシニア、子育て者
が元気に仕事を続けることができ
ると共に、海外人材を含めた共働
が容易になっている。
図表２　空間軸（生活空間）
自然地域 海　外
都　市
g.安全確保支援（対シニア）
e.就労〈地域活動含む〉
 支援（対シニア）
d.学習支援（対シニア）
a.家事支援
c.趣味・娯楽
c.趣味・娯楽
b.買物支援・バンキング支援
a.家事支援
k.育児支援
d.学習支援（対保護者）
f.医療支援（対妊婦）
l. 地域活動支援
d.教育支援（対子ども）
学習支援（対保護者）
e.就労支援（対保護者）
g.安全確保支援（対子ども）
j.コミュニケーション支援
c.趣味・娯楽（休息）
e.就労（人材流動）支援
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蘯2025年の子育てライフ
　子育て家族が社会からいろいろ
な便宜を享受できる。子育て者の
ライフコースが充実。体感治安が
良く子供を育てられる社会。
　明日を担う子どもの健全なる
成長を地域で支え、子育て者のラ
イフコースが充実する。どの地域
でも、安全に出産でき、かつ育児
不安が解消された社会となる。安
全システムの整備による体感治安
が向上している。さらに、子育て
に関する情報共有やアドバイスを
随時受けられる情報システムがあ
り、また、あらゆる生活シーンの
バリアフリー化による移動の容易
化など、育児支援が実現されてい
る。また、子育て者の社会参加を
容易にするため、キャリア継続を
保障する制度や、遠隔生涯教育シ
ステムが充実される。家事の自動
化が進み、子育て者が自分の時間
を持つことができる。
盻2025年のシニアライフ
　シニアが多様なセカンドライフ
を選択できる。シニアの知やコミ
ュニケーション力が特に地域にお
いて有効に発揮できる生活。
　シニアの生きがいや自立性を支
援するため、2025年は、シニアの
ファーストライフと異なるビジネ
スへの従事や、社会貢献・趣味活
動への邁進、シニアライフをエン
ジョイするための転居など、多様
なセカンドライフの選択が可能と
なっている。セカンドライフのビ
ジネス・社会貢献活動などに取り
組むために必要な学習システムが
整備されている。さらに、地理的
制約や身体的制約を受けることな
く、働ける環境や家事や日常的買
い物・バンキングが容易な生活と、
安全が確保され実現されている。
また、あらゆる世代との連携や次
世代への知の伝承を地域コミュニ
ティで行うに際して、シニアの経
験知やコミュニケーション力が有
効に発揮できる地域の生活が実現
されている。要介護状態になった
シニアにおいては、家族や介護関
係者間が連携する協調型介護が可
能となっている。
１‐３
生活者の視点から見た
変化の例
　分野５で出された将来像の例を
図表３に示す。
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２‐１
分野の議論の背景
　今日、地球温暖化問題を始め、
水問題、エネルギー枯渇、食料
不足といった地球規模の問題解決
に向けた各国の取り組みが活発化
している。特に環境問題を巡って
は、世界が大きく変化しつつある。
2007年１月、米国のブッシュ大統
領が行った一般教書演説では、10
年以内に米国のガソリン使用量を
20％削減することが発表されるな
ど、世界最大のCO2 排出国であ
りながら、削減に向けた取り組み
に否定的であった米国に方向転換
が見られた。この背景には、政治
的要因に加えて、経済活動と気候
変動との因果関係を否定できない
研究結果が増加していることも理
由に挙げられる。英国政府が2006
年 11 月に公表したスターン・レ
ビュ 「ー気候変動の経済学」では、
地球温暖化と世界経済への影響予
測が示され、気候変動への対策を
とらない場合にはきわめて大きな
経済的リスクが生まれるであろう
と警告を発し、世界から注目を集
めた。
　エネルギー・食料問題について
は、従来個別に取り扱われてきた
が、近年の動向として例えば、燃
料の代替品としてとうもろこし
が使用されるなど、両者の相互関
係を地球規模の環境問題として認
識し、地域において統合化された
分散システムとして整備すること
が求められるようになってきてい
る。また、水問題に関しては水質
や枯渇の問題が世界的に増加傾向
にある。これらの問題解決に向け
ては、すでに顕在化していて今後
ますます深刻化が懸念される課
題、あるいは 2025 年以前に到来
が予想される地球規模の危機に対
し、如何にして回避、先延し、あ
るいは軽減できるかを考えること
が重要になってきている。
２‐２
分野のまとめ
　分野６では、我が国が地球規
模の環境問題解決に積極的に貢献
し、世界におけるプレゼンスの向
上を図るため、2025年に向けて目
指すべき社会として「CO2 排出量
半減社会の実現」と「健全な水循
環社会の実現」の２つを目標とし
て掲げた。これらの目標を達成す
るためには、環境付加価値が正当
に評価される税･財政システムを
通じ、健全な水循環に象徴される
ような自然環境に高い価値を置く
2   分野6「地球規模の環境問題の克服と世界との共生」の概要 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表３　分野５「闊達たる人生̶職業選択、子育て、シニアライフの多様化̶」で出された将来像
2025年の職業選択 2025年の子育てライフ 2025年のシニアライフ
盧 転職が容易になり人材の流動が促進さ
れている。
盪 趣味的活動と仕事が非常に近い職業が
増える。
蘯 多様な仕事を自分で設計できる環境が
整っている。
盻 言語障壁が克服され海外との協業が日
常化する。
眈 日本に居住する外国人との共働が日常
化する。
眇 大都市圏外の地方でやりがいのある仕
事が数多くあり、住み慣れた地域での
就業が容易になる。
眄 子育てと仕事が無理なく両立できる社
会的環境が実現されている。
眩 障害者・シニアが元気に仕事を続ける
ことができる。
家事・育児
盧 家事の省力化が進み子育て期でも数時
間以上の自分の時間を持つことができ
る。
盪 計画的に育児援助サービスを受けるこ
とができる。
子育ての安全・安心
盧 外に居る子供の安全を守る地域のシス
テムが構築されている。
盪 事故防止のために運転者を補佐する機
能を持つ自動車により、子供との外出
が容易になる。
蘯 どこでも安心して出産でき、また充実
した小児医療をどこでも受けることが
できる。
盻 地域セキュリティシステムと連携でき
る生活支援ロボットにより、短時間で
あれば安全に子供を家に置いた外出が
可能となる。
子育て者と子供の趣味・娯楽・教養・学習
盧 子育てしながらキャリアを継続し、充
実した趣味を行う取り組みを支援する
仕組みができている。
盪 対面教育に近い実感がある自宅学習環
境が実現される。
蘯 子供の人間形成を育む地域コミュニテ
ィが形成されている。
盧 起業する人を支援するシニア知的産業
としてのコンサルタントが普及する。
盪 シニアの知から教材を作成する仕組み
が構築され、地域での学習活動に貢献
する。
蘯 公共データベースのコンテンツ作成
を通して、次世代への知の伝承に貢献
する。
盻 芸術や文化活動を通じて、充実した生
活を楽しむしくみが構築される。
眈 シニアライフを楽しむための住宅改築
が容易な住宅・建築システムが構築さ
れている。
眇 目的地までのガイドなどシニア対応の
情報が得られる都市公共空間が実現さ
れている。
眄 高齢者の状態に応じて身体の機能をア
シストする機器・システムにより高齢
者が自立した社会生活を長く続けるこ
とができる。
眩 介護者の介護作業を支援するシステム
により介護者の負担が軽減される。
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生活スタイルや消費行動によって
環境がビジネスとして成り立つ社
会の実現が必要であり、これを支
える社会の基盤として情報通信技
術などを活用した環境情報の可視
化が重要である（図表４）。
　以下に、2025年の社会像および
社会像の実現のためのイノベーシ
ョンを創出する社会的条件につい
て述べる。（詳細は、報告書P.163
～ 208を参照）。
盧2025年の社会像
① 世界をリードする持続可能な
　社会の到来
　2025 年、世界トップレベルの
環境保全技術を有する日本は、政
府や企業のみならず一般市民も共
同し、地球温暖化ガスの劇的な削
減や、廃棄物処理問題、水問題な
どの地球規模の環境問題の改善に
も世界の先頭に立って貢献してい
る。また、地域特性を活かして培
われた環境改善技術や省エネルギ
ー技術によって、持続可能な社会
が築き上げられ、生命維持に不可
欠な水、食料、エネルギーが合理
的に行き渡る安全・安心な社会と
なっている。国民は、以前に増し
て自然環境に接し、環境保護に興
味を持ち、子供から大人まで積極
的に環境ボランティアに参加し、
企業もそういった活動をする社員
に対しては、有給休暇が与えられ
るなどの支援をすることが普通に
なされ、このような活動が全国的
に展開されている。
②世界のモデルとなる循環型社会
　の到来
　リサイクル技術の進展によっ
て、廃熱や水、ごみが有効に再利
用される循環型社会が構築され、
地域で収束できる分散エネルギー
も普及し、地域が自立できる社会
となっている。地域ごとの特性を
活かし、再生可能エネルギーの導
入も積極的に推進され、エネルギ
ー効率が 2000 年に比べて大幅に
アップした太陽光発電、小規模水
力発電および風力発電などの利用
も盛んになり、化石燃料の使用は
大幅に減少している。原子力の利
用も増え、原子力発電所から出た
使用済核燃料を再処理して、更に
核燃料として使用する核燃料の有
効活用と長期使用もできるように
なっている。また、生命維持の根
幹に関わる水については、資源、
水質、利活用、災害対策などの問
題を克服し、持続可能な循環型社
会が実現されている。
③世界との共生
　排ガス処理技術や水処理技術、
省エネルギー技術など日本がも
つトップレベルの技術を学ぶため
に、多くの国々から多数の研修者
が来日する。他国の若者が大学や
企業などで環境やエネルギー技術
について学び、帰国してから母国
の環境を経済を意識しながら改革
していく姿が数多く見られるよう
になる。また、優れた環境教育を
受けた人材が、世界の様々な場所
で活躍するようになり、環境技術
革新で環境ビジネスが拡大すると
ともに、日本企業の国際競争力が
向上し、アジア・世界の環境市場
を牽引する社会となっている。こ
うした社会を支える日本の環境文
化や価値観は、地球規模の環境問
題が深刻化する中で世界が共生し
て行くためのパラダイムとしても
図表４　調査の視点と検討の流れ
地球規模の環境問題への克服と
世界との共生
世界における
日本のプレゼンスの向上
地球規模の
環境問題解決への貢献
藺日本の要素技術を
システムに仕上げて
アジア諸国へ普及
蘆環境保全技術
蘆水処理技術
藺日本の環境情報を
世界へ発信
蘆地球観測
蘆シミュレーション・予測
藺アジア諸国の若者が日本
の大学で環境教育を学び、
帰国後に母国の環境経済
を改革していく。
国際競争力を
向上
CO2排出量半減社会 健全な水循環社会
環境経済の成立 環境文化の発信
環境情報の可視化
（使用電力量・製品などのCO2排出量換算などが
可視化され、国民に日常的に伝わる社会の仕組み）
2025年へ向けて
目指すべき社会
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他国から高く評価され、その先頭
に立って実践する日本はアジアそ
して世界の中で大きな存在感を示
している。
盪社会像実現のための
　イノベーション
　望まれる社会像を実現するため
に必要と考えられる社会的条件を
①環境情報プラットフォームの構
築、②環境経済の成立、③CO2 排
出量半減社会の達成、④健全な水
循環社会の達成、⑤世界における
日本のプレゼンスの向上の５つの
観点からまとめる。
①環境情報プラットフォームの構築
　情報通信技術の活用によって製
品のライフサイクルコストや環境
性能（品質）が可視化され、国民
はいつでもどこでも瞬時に環境情
報を入手できるようになる。例え
ば、消費者が商品を購入する際に、
その商品に表示された環境負荷情
報（環境指標）によって、二酸化
炭素排出量や水質汚濁負荷量、廃
棄物排出量などを比較し、環境へ
の負荷の少ない商品を選択するこ
とができ、さらに電子タグによっ
て商品の製造に関わる詳細な情報
を得ることもできる。このような
環境情報の可視化を通して自らが
環境保全に寄与していると実感で
きる社会になる。そして、環境情
報プラットフォームは、環境に関
わる様々な情報を国民に日常的に
分かりやすく伝達する社会の仕組
みとして機能する。
②環境経済の成立
　環境情報を可視化するシステ
ムが使われることによって、市民
は自己の行動が環境に与える負荷
について簡単かつ定量的に分かる
ようになり、市民はそのシステム
から得られた情報に基づいて消費
行動や生活スタイルを選択するよ
うになる。例えば、エアコンなど
の家電製品を買い換える方が良い
か、修理をしてそのまま使い続け
る方がよいかの選択が容易にでき
るようになる。企業は環境効率を
重視する「環境経営」を推進し、
製品のライフサイクルアセスメン
トが普及するとともに、製造から
廃棄まで責任をもって管理するビ
ジネス形態が一般化し、環境に配
慮した企業が市場で正当に高く評
価される社会となる。
　このように環境維持や環境改善
への取り組みが高く認識され、環
境に対して国民が積極的にお金を
払い、環境がビジネスとして成り
立つと同時に、企業だけではなく、
個人も一緒に地球環境問題を解決
しようとする。その結果として、
豊かな自然環境が保全され、誰も
が環境問題について身近に感じ、
考え、行動する社会になる。
③CO2排出量半減社会の達成
　地球温暖化ガスの削減について
は、先進国の温室効果ガス排出量
について、法的拘束力のある数値
目標が各国毎に設定されている。
すべての国がこの問題を認識し合
い、国際的に協調して、目標を達
成するための仕組みを導入（排出
量取引、クリーン開発メカニズム、
共同実施など）することが不可欠
である。2025 年、日本では「CO2
排出量半減社会」が実現し、世界
の中で存在感ある役割を果たして
いる。このような日本の取り組み
が好影響を及ぼし、京都議定書に
不参加であった国も、環境・エネ
ルギー問題に対する戦略的政策が
強化されている。地球温暖化ガス
のみならず、人間の健康および環
境保護についても考慮されてい
る。特に、化石燃料の代替として
進められている新エネルギーの導
入に際して、環境影響を考慮しつ
つ、また発展途上国も積極的に環
境を守るべく、先進国同様の取り
組みがなされている。
④健全な水循環社会の達成
　国際的には、安全な飲料水と衛
生施設の確保、持続的な経済発展
のための安定した水資源供給、食
料生産のための水確保、水系生態
系の保全、洪水などのリスク管理、
水資源の効率的な利用と効果的な
配分などが水問題での大きな課題
として認識されており、こうした
課題解決へ向けて、日本の水処理
技術が多くの場所で使用されてい
る。例えば、アジアの国は、日本
の水処理技術によって、水道から
の水をそのまま日本人も飲用でき
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るようになっている。
　また、日本でも急激な都市化や
人口移動に伴って水環境や水辺景
観の悪化、水災害リスクの増大が
生じ、いまだその対策の途上にあ
る。国内および国際的な課題解決
へ向けて、水処理技術のみならず、
技術を適用・運用する水マネージ
メント技術についても我が国がリ
ーダーシップを発揮し、積極的に
世界の水問題解決に貢献しようと
努めている。こういった取り組み
は、企業にも市民にも一般化され
ている。
⑤世界における日本のプレゼンス
　の向上
　日本の環境性能、環境経営、環
境文化が世界から高く評価され、
日本で成功したモデルがアジアの
みならず、世界にも広く普及して、
グローバルな環境情報ネットワー
クとともに拡大し、世界中で環境
経済改革の推進に対する日本の
貢献が求められる。これまで技
術的には高いレベルにありなが
ら、世界の環境ビジネスでは限
界のあった日本の企業競争力は、
環境情報プラットフォームの構
築、環境経済の実践、戦略目標の
達成というプロセスを通じて世界
トップレベルに向上し、日本の環
境教育で育成された優秀な人材が
世界の様々な場所で活躍するよう
になる。同時に、アジアの若者が
日本の大学などで環境について学
び、帰国してから母国の環境経済
を改革していく姿も見られるよう
になる。
２‐３
生活者の視点から見た
変化の例
　２‐２で述べたような社会を実
現することで地球温暖化・エネル
ギー・水・食料問題の回避、軽減
あるいは先延ばしを図ることがで
きる。図表５にCO2排出量半減社
会の実現、健全な水循環社会の実
現、そして環境情報の可視化を通
して期待される将来像の例を示す。
図表５　分野６（地球規模の環境問題への取り組みと世界との共生）で出された将来像の例
持続可能な循環型社会の実現と地球規模の環境問題解決に向けて
CO2排出量半減社会の実現
環境情報の可視化 ～環境経済の成立に向けて～
健全な水循環社会の実現
◆気候変動や異常気象のメカニズムの解明が進む。
◆地球観測衛星のセンサの高度化により、CO2の国別吸排出量、
農産物の育成環境などのリアルタイム情報が入手できる。
◆エアコンや給湯器などにヒートポンプが利用され、省エネル
ギーに貢献し、世界に普及する。
◆CO2の分離、隔離、貯留などの技術が世界に普及する。
◆風力発電や太陽光発電を電池で蓄電し、マイクログリッドに
よってエネルギーを供給するシステムがモデルとなり普及する。
◆大気中にCO2を排出せずに石炭やバイオマス、廃棄物のガス
化によって、発電や合成燃料の製造が行われる。
◆水素製造に活用される比較的小型の原子炉システムが開発さ
れ、実用に供される。
◆廃棄物から効率よく資源およびエネルギーを回収し、再利用
できるリサイクル技術が普及する。
◆自然生態系の保全・再生において阻害原因となる外来種の制
御技術が普及する。
◆日本の水処理技術が途上国にも普及し、観光客も安心して
水道水を飲用できる。
◆逆浸透膜などの水処理技術によって地域単位で水が経済的
に循環利用される。
◆都市型洪水や降雨による土砂災害等の被害を軽減できる。
◆流域水総合管理技術により、身近な河川で泳げるような水
質や水量が確保される。
◆砂漠緑化技術で植生が再生される。
◆節水農業技術が世界に普及する。
◆植物と微生物を利用した土壌、地下水、大気の汚染修復技
術が実用化し、世界に普及する。
◆消費者は、商品に表示された環境負荷情報によって環境への負荷の少ない商品を選択することができ、さらに電子タグによ
って商品の製造に関わる情報を得ることができる。
◆市民の住む地域におけるNOxやCO2ガス排出濃度などの情報がリアルタイムで提供され、市民は環境を身近に考え、自然保
護や環境保全について積極的に行動するようになる。
◆自己の行動が環境に与える負荷が簡単かつ定量的に分かるシステムができ、市民はそのシステムから得られた情報に基づい
て消費行動を行うようになる。例えば、こうした情報に基づき、エアコンなどの家電製品を買い換える方が良いか、そのま
ま使い続ける方が良いかの選択を行うようになる。
◆製品のライフサイクルアセスメントが普及するとともに、製造から廃棄まで責任をもって管理するビジネス形態が一般化し、
環境に配慮した企業が市場で正当に評価される。
◆可視化された環境情報が地域ネットワークと連携し、子供や住民の環境教育に活用され、世界にも普及する。
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科学技術動向研究センターのご紹介
　2001 年１月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する政
策立案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技術
分野の動向に関する調査・分析機能を充実・強化するため 2001 年 1月より新たに「科学
技術動向研究センター」を設立いたしました。当センターでは、「科学技術基本計画」の
策定に資する最新の科学技術動向に係る情報の収集や今後の方向性についての調査・研究
に、下図に示すような体制で取り組んでいます。
　センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学技術会議、文部科学省へ政策立案に資
する資料として提供しております。
　センターの具体的な活動は以下の３つです。
＊それぞれのユニットには、職員の他、客員研究官（非常勤職員）を配置。
＊センターの組織、担当分野などは適宣見直しを行う。 （2006年4月現在）
総括ユニット
ライフサイエンスユニット
環境・エネルギーユニット
情報通信ユニット
推進分野ユニット ものづくり技術、社会基盤、 フロンティアの3分野
ナノテクノロジー・材料ユニット
センター長
（ ）
1  「科学技術専門家ネットワーク」に
よる科学技術動向分析
　我が国の産学官の研究者を「専門
調査員」に委嘱し、インターネット
を利用して科学技術動向に関する幅
広い情報を収集・分析する「科学技
術専門家ネットワーク」を運営して
います。このネットワークを通じ、
専門調査員より国内外の学術会合、
学術雑誌などで発表される研究成果、
注目すべき動向や今後の科学技術の
方向性等に関する意見等を広く収集い
たします。
　これらの情報に、センターが独自
に行う調査・研究の結果を加え、毎
月 1回、「科学技術動向」としてま
とめ、総合科学技術会議、文部科学
省を始めとした科学技術関係機関等
に配布しています。なお、この資料は
http://www.nistep.go.jp において
も公開しています。
2 重要科学技術分野・領域の
  動向の調査研究
　今後、国として取り組むべき重点
事項、具体的な研究開発課題等を明
確にすることを目的とし、重要な科
学技術分野・領域に関するキーテク
ノロジー等を調査・分析します。
　さらに、重要な科学技術分野・領
域ごとの科学技術水準を欧米先進国
と比較し、我が国の科学技術がどの
ような位置にあるのかについての調
査・分析も行います。
3 技術予測に関する調査研究
　当研究所では、科学技術の長期的
将来動向を総合的に把握するため、
デルファイ法を中心とする科学技術
予測調査をほぼ 5年ごとに実施して
います。2005 年には２年間にわたっ
た「科学技術の中長期的発展に係る
俯瞰的予測調査」を報告しました。
??????????????
文部科学省科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
【連絡先】〒100－0005東京都千代田区丸の内2－5－1
【電　話】03－3581－0605　【FAX】03－3503－3996
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　このレポートについてのご意見、お問い合わせは、下記のメールアドレス
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